
（平成２３年８月３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 26 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 68 件

国民年金関係 23 件

厚生年金関係 45 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 5895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から同年９月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認められることから、還付についての記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年６月から同年９月まで 

    数年前に、ねんきん特別便が届き、国民年金保険料の領収書と照合した

ところ、申立期間の保険料を重複納付していることに気が付いた。年金事

務所に問い合わせたところ、国民年金被保険者名簿には、還付請求済みと

いう印が押されているので、既に還付したとの回答だったが、私は還付請

求を行った記憶も無く、還付を受けた記憶も無いので、申立期間の保険料

が還付済みの説明に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の還付請求を行った記憶も無く、還

付を受けた記憶も無いと主張しているところ、申立人の特殊台帳には還付さ

れた形跡は見当たらない。 

   また、申立人の国民年金被保険者名簿には、還付請求済み 55.６～55.９と

いう記載はあるものの、還付決定年月日、還付方法及び還付金額等について

の記載が無く、この記載についてＡ市役所に意見を求めたところ、「還付を

行ったかどうかは不明である。」と回答している。 

   さらに、申立期間に近接する昭和 57 年 10月及び同年 11月の国民年金保険

料についても重複納付により、平成 22 年８月に還付決議が行われているこ

とが確認できることから、申立期間についても保険料が還付されていなかっ

た可能性がある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を還付されていないものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年２月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年２月 

             ② 平成 14年４月から 15年５月まで 

    私は、会社を退職した後の平成３年３月頃に区役所で国民年金の加入手

続を行った。加入手続後から私が結婚する直前の６年２月までの国民年金

保険料については、保険料相当額を私の母親に渡し、母親が納付書により

金融機関で納付していた。その後、９年９月に区役所に行った際、保険料

の免除制度について説明を受けたことから保険料の免除の申請手続を行い、

同年同月から免除が承認された。その後も、毎年継続して区役所で免除の

申請手続を行った。申立期間①の保険料が未納とされていること、及び申

立期間②の保険料が免除されていないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、会社を退職した後の平成３年３月頃に

区役所で国民年金の加入手続を行い、その母親が申立期間①の国民年金保

険料を納付していたと主張しているところ、申立人が国民年金の加入手続

を行った時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与され

た被保険者の保険料の納付日から同年同月と推認でき、以後継続して保険

料を納付していることから、それに続く１か月と短期間である当該期間の

保険料についても納付していたと考えても不自然ではない上、申立人が納

付していたとする保険料額は、当時、実際に納付した場合の保険料額とお

おむね一致している。 

    また、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその母親は、国民

年金に任意加入している期間もあり、申立期間①も含め、国民年金加入期



 

  

間について保険料を全て納付している上、高齢任意加入するなど、保険料

の納付意識は高かったものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は、国民年金保険料の免除の申請手

続を行ったと主張しているが、平成 14 年度の免除の承認期間は、平成 14

年４月から 15 年６月までであることから、仮に、申立人の主張のとおり当

該年度の免除の申請手続を行った場合、免除の承認終期は同年同月となる。

しかしながら、申立人は、同年７月に免除の申請手続を行い、同年６月か

ら 16 年６月まで免除が承認されていることが確認できることから、その時

点で 15 年６月の保険料は未納であったことが推認でき、免除承認期間は年

度ごとであることを踏まえると、当該年度の免除の申請手続は行われてい

なかったと考えるのが自然である。 

    また、申立期間②は国民年金保険料の収納事務が国に一元化された平成

14 年４月以降の期間であり、事務処理の電算化が一層促進されたことを踏

まえると、オンライン記録において、当該期間の記録管理に誤りがあった

とは考え難い。 

    さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を免除されていたことを

示す関連資料は無く、ほかに当該期間の保険料が免除されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成６年２月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年３月、同年 10月及び同年 11月の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年３月 

             ② 昭和 52年 10月及び同年 11月 

    私は、昭和 52 年３月に区役所で私の父親の国民年金の加入手続と一緒に

加入手続を行った。申立期間①の国民年金保険料については、加入手続を

行った際に、父親の保険料と一緒にその場で納付した。申立期間②の保険

料については、私の兄が私の両親と私の保険料を一緒に自宅に来た集金人

に納付していた。申立期間①及び②の保険料を納付したにもかかわらず、

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 52 年３月に区役所でその父親の国民

年金の加入手続と一緒に加入手続を行い、国民年金保険料については、父親

の保険料と一緒にその場で納付したと主張しているところ、申立人の国民年

金手帳記号番号は、同年４月に父親と連番で払い出されていることが確認で

き、父親の当該期間の保険料は納付済みとなっている上、加入手続を行って

いながら加入当初の当該期間の保険料を納付しなかったとするのは不自然で

ある。 

   また、申立期間②について、申立人は、その兄が申立人の両親及び申立人

の国民年金保険料を一緒に自宅に来た集金人に納付していたと主張している

ところ、申立人が当該期間当時居住していた区では、集金人制度が存在して

いたことが確認できる上、一緒に保険料を納付していたとする両親及び兄の

当該期間の保険料は納付済みとなっていることから、申立内容に特段不合理

な点は見当たらない。 



 

  

   さらに、申立期間②の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとなってい

る上、その前後を通じて申立人の住所や仕事に変更は無く、生活状況に特段

の変化は認められないことから、途中の２か月と短期間である当該期間の保

険料が未納とされているのは不自然である。 

   加えて、申立人は、申立期間以外に国民年金保険料の未納は無い上、昭和

55 年 10 月から口座振替制度を利用していることが申立人の国民年金被保険

者収滞納一覧表で確認できることから、保険料の納付意識が高かったものと

認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年３月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年３月 

             ② 昭和 50年４月から 51年 12月まで 

    申立期間①について、私は、会社を退職した昭和 47 年３月に市役所で国

民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、後

日届いた納付書で市役所の窓口か金融機関で納付した。その後、50 年４月

に再び会社を退職した際も、同市役所で厚生年金保険から国民年金への切

替手続を行い、保険料を、金融機関又は市役所の行政センターで納付書に

より納付していた。 

    申立期間①の国民年金保険料が未納とされ、申立期間②が未加入とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、会社を退職した昭和 47 年３月に国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料については、市役所か金融機関で納

付していたと主張しているところ、申立人の国民年金の加入手続は、申立

人が所持する年金手帳から同年５月に行われたものと確認できるが、その

時点で申立期間①の保険料を過年度納付により納付することは可能である

上、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を全て納付しており、申立期

間は１か月と短期間である。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は、昭和 50 年４月に会社を退職した

際に、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、国民年金保険料を

納付していたと主張しているが、申立人は、52 年１月に任意で国民年金の



 

  

被保険者資格を取得した旨の記載のある年金手帳を所持しており、その年

金手帳以外に年金手帳を交付された記憶が無い上、保険料の納付時期及び

納付金額についての記憶が曖昧であることから、申立期間②当時の国民年

金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

    また、申立人が所持する年金手帳、特殊台帳及びオンライン記録では、

申立人が申立期間②について、厚生年金保険から国民年金への切替手続を

行ったことをうかがわせる形跡も見当たらないことから、申立期間②は未

加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

    さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 50年 10月から 52年３月まで 

             ③ 昭和 55年 10月から 58年２月まで 

    昭和 38 年 12 月の結婚後、私が区役所で夫婦の国民年金の加入手続を行

い、自宅に来た集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。 

    申立期間②及び③の国民年金保険料は、私が納付書により銀行又は郵便

局で夫婦二人分の保険料を納付しており、納付書が届いたときは、私が必

ず保険料を納付していた。 

    私は、申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していたにもかか

わらず、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「自宅に来た集金人に国民年金保険料

を納付していた。」と述べており、当該期間当時居住していた市では保険

料徴収員を配置していたことが確認できることから、申立人が夫婦二人分

の保険料を集金人に納付していたとする申立内容に不自然な点は見当たら

ないことに加え、当該期間は３か月と短期間であり、当該期間の前後の期

間の保険料は納付済みで、当該期間の前後を通じて、保険料の納付が困難

であった特別な事情も見当たらないことから、申立人が当該期間の保険料

を納付していたと考えるのが自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は夫婦二人分の国民年金保険料を納

付していたと主張し、「納期限が少し遅れたものを、区役所で納付したこ



 

  

とがあったかもしれないが、年単位の保険料を遡って納付した記憶は無

い。」とも述べている。しかし、当該期間は、その夫も保険料が未納とさ

れていることに加え、申立人及びその夫の特殊台帳には、昭和 52 年度に過

年度分の保険料の納付書が発行された旨が記載されており、主張と一致せ

ず、申立人が当該期間の夫婦二人分の保険料を納付したと考えることは難

しい。 

    また、申立期間③について、申立人は夫婦二人分の国民年金保険料を納

付していたと主張しており、その夫の当該期間の保険料は確かに納付済み

とされてはいるが、申立人の特殊台帳には、昭和 56 年度、57 年度及び 58

年度に納付書が発行された旨の記載がある一方、その夫の特殊台帳には過

年度納付書が発行されたことをうかがわせる記載は無く、夫婦の保険料が

同時期に納付されたと考えることは難しい上、申立人は、申立期間②同様、

申立期間③についても、保険料をまとめて遡って納付したとは述べていな

い。 

    さらに、申立人が申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 40 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月から 45 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 42年３月まで 

             ② 昭和 43年４月から 45年３月まで 

    申立期間①について、私は、20 歳になった昭和 37 年＊月には住み込み

で働いていた。国民年金の加入手続については、よく記憶していないが、

勤務先に来ていた集金人に申立期間①の国民年金保険料を納付していたこ

とを記憶している。その勤務先を退職し、別の県へ数回転居した際も私が、

その都度国民年金の住所変更届等を行い、保険料を納付していたはずであ

る。 

    申立期間②について、私は、昭和 42 年８月頃に現在居住している区に転

入したときに、区役所で国民年金の住所変更手続を行い、国民年金保険料

を納付していた。申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされている

ことに納得がいかない。 

    また、私の国民年金手帳には、誤った氏名が記載されている上、国民年

金手帳記号番号が二つ払い出されていたことから、それらの記録からも調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、昭和 42 年８月頃に現在居住している区

に転入した際に、区役所で国民年金の住所変更手続を行い、その後の国民

年金保険料を納付していたと主張しているところ、申立人には、約４年間

で二つの国民年金手帳記号番号が払い出されている上、同区へ転入後に職

権にて払い出された手帳記号番号の申立人の特殊台帳及び国民年金手帳な

どには、申立人氏名が誤って記載される等行政側の記録管理が適切に行わ



 

  

れていなかった可能性がある。 

    また、申立人は申立期間②直前の期間の昭和 42 年８月頃に現在居住して

いる区へ転入した際、住所変更手続を適切に行っている上、別の国民年金

手帳記号番号で国民年金保険料を現年度納付していることが確認できるこ

とに加え、申立期間②の保険料を現年度納付することが可能であった。 

    さらに、申立人は、申立期間②後に国民年金保険料の未納は無い上、当

該期間は 24か月と比較的短期間である。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、20 歳になった昭和 37 年＊月に

国民年金の加入手続を行い、その後、勤務先に来るようになった集金人に

国民年金保険料を納付していたはずであると主張しているが、申立人は、

国民年金の加入手続を行った記憶が曖昧であることから、申立期間①当時

の国民年金の加入状況が不明である。 

    また、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取

得日から、昭和 41 年５月から同年７月頃と推認されることから、加入手続

を行うまでは、申立期間①は国民年金の未加入期間で国民年金保険料を納

付することができない期間である。 

    さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 43 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年 10月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 46年９月まで 

             ② 昭和 55年 10月から同年 12月まで 

    申立期間①について、私は、昭和 42 年頃、区役所の出張所で国民年金の

加入手続を行ったときに、窓口の職員から、２年分の国民年金保険料を遡

って一括して納付することができると聞き、具体的な納付方法や保険料額

については記憶が無いが、同出張所で保険料を遡って一括して納付した。

43 年以降の国民年金保険料についても、具体的な納付方法や保険料額につ

いては記憶が無いが、同出張所で納付していた。 

    申立期間②について、私は、昭和 55 年 12 月に家を新築し、転居した際、

私の妻が市役所で転入手続を行い、夫婦二人の国民年金の住所変更手続を

行った記憶がある。国民年金保険料については、夫婦二人分を納付書又は

口座振替で納付していた。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、昭和 55 年 12 月にその妻が市役所で転

入手続と夫婦二人の国民年金の住所変更手続を行い、夫婦二人分の国民年

金保険料を、納付書又は口座振替で納付したと主張しているところ、申立

人が転居後居住していた市では、同年４月から口座振替を実施しているこ

とが確認できることから、申立内容と一致している。 

    また、申立期間②の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとされてお

り、途中の３か月と短期間である当該期間の保険料を納付しなかったと考



 

  

えるのは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、昭和 42 年頃に、区役所の出張所

で国民年金の加入手続を行った際に、窓口で、２年分の国民年金保険料を

遡って一括して納付することができると聞き、同出張所で保険料を遡って

一括して納付し、43 年以降の保険料についても同出張所で納付していたと

主張しているが、申立人は、保険料の納付方法及び保険料額について具体

的な記憶が無いことから、当該期間の保険料の納付状況が不明である。 

    また、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取

得日から昭和 48 年９月頃であると推認でき、その時点で、申立人は 40 年

４月に遡って被保険者資格を取得したものと推認できる上、その妻につい

ても、夫婦連番で手帳記号番号が払い出されており、申立人は、48 年９月

頃に加入手続を行い、現に納付済みとなっている申立期間①直後の 46 年

10 月から 48 年３月までの国民年金保険料を過年度納付により納付したこ

とが確認できることから、申立内容と一致せず、申立人に対して、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 55年 10月から同年 12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5902 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、付

加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 52 年 10 月頃、夫の勤める会社から主婦も国民年金に加入す

ることを勧められ、すぐに加入手続を行い、同時に付加年金にも加入した。

加入後、最初の国民年金保険料は、付加保険料と併せて市内の銀行で納付

した。その後も、自宅近くの銀行で納付する予定だったが、突然、市役所

の係の方が自宅に集金に来たので、その集金人に申立期間の保険料を、付

加保険料と併せて納付した。私は、市役所の集金人が自宅に来たことはは

っきりと憶
おぼ

えており、当該期間の定額保険料及び付加保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年 10 月に国民年金に任意加入後、申立期間を除き、国

民年金加入期間の定額保険料及び付加年金加入期間の付加保険料を全て納付

している上、オンライン記録では、国民年金第３号被保険者への種別変更手

続を適切に行っていることが確認できるなど、国民年金に対する関心及び保

険料の納付意識は高かったものと認められる。 

   また、申立期間前後の期間の国民年金の定額保険料及び付加保険料は納付

済みとされており、その前後を通じて申立人の住所及びその夫の仕事に変更

は無く、生活状況に大きな変化は見られないことから、保険料の納付意識の

高かった申立人が、３か月と短期間である申立期間の定額保険料及び付加保

険料を納付していたと考えても特段不合理な点は認められない。 

   さらに、オンライン記録では、申立期間直前の昭和 52 年 10 月から同年 12

月までの国民年金の定額保険料及び付加保険料の納付記録が、申立人の所持



 

  

する領収証書により、平成 22 年 10 月に未納から納付済みに記録訂正されて

いることに加え、申立人の所持する年金手帳の国民年金の記録欄には、昭和

52 年 10 月から付加年金に加入していることが記載されているものの、オン

ライン記録では、付加保険料を納付する申出は 53 年４月になされ、付加記録

の始期も同年同月からとされていることから、申立期間当時、行政側の記録

管理が適切に行われていなかった可能性がうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を付加保険料を含めて納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5903 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年４月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年９月から 44年９月まで 

    私は、昭和 44 年頃に母親から年金手帳を渡され、「これからは自分で国

民年金保険料を納付しなさい。」と言われた記憶がある。その後の保険料

については、知人に納付を頼んだり、結婚後は妻に頼んだりして納付した。 

    私の年金の記録では、昭和 38 年９月に国民年金に加入したことになって

おり、母親が加入手続を行いながら国民年金保険料を納付しなかったとは

考えられず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 44 年４月から同年９月までの期間について、申立

人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金手帳記号番号

の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日等から

同年５月頃と推認できる。 

    また、申立人の特殊台帳の昭和 44 年度の備考欄には、納付書発行の印が

あり、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付することが可能であった

ものと考えられる。 

    さらに、申立人は、母親から年金手帳を受け取った後、30 年近くにわた

り国民年金保険料を納付しており、かつ昭和 53 年４月からは付加保険料を

納付するなど納付意識が高かったものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 38 年９月から 44 年３月までの期間につい

て、申立人は、その母親が 38 年頃に申立人の国民年金の加入手続を行った

と主張しているが、前述のとおり、申立人の国民年金の加入手続時期は 44



 

  

年５月頃と推認でき、その時点で、申立人は 38 年９月に遡って国民年金の

被保険者資格を取得したものと推認できることから、当該期間の大半の期

間は時効により国民年金保険料を納付することができない期間である。 

    また、申立人が昭和 38 年頃に居住していたとする区において、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡があるものの、同手帳

記号番号は職権により払い出されていたものとみられ、国民年金保険料が

納付されていた形跡は無く、同手帳記号番号に登録されていた住所は母親

の住所地とは異なるため、母親が同手帳記号番号で保険料を納付していた

とは考えにくい。 

    さらに、申立人は申立期間のうち、昭和 38 年９月から 44 年３月までの

期間の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付について非関与であ

り、母親は既に他界していることから当該期間の加入状況及び保険料の納

付状況が不明である。 

    加えて、申立人が申立期間のうち、昭和 38 年９月から 44 年３月までの

国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 44 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5904 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年８月及び同年９月 

    私は、昭和 52 年８月に会社を退職した後、区役所で国民年金の加入手続

を行った。国民年金保険料については、自宅に来ていた金融機関の職員に、

退職金の中から保険料相当額を渡し、納付書により納付してもらっていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年８月に会社を退職した後、区役所で国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料については、自宅に来ていた金融機関の職員に、

納付してもらっていたと主張しているところ、申立人が国民年金の加入手続

を行ったのは、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任

意加入被保険者の被保険者資格取得日から、同年９月頃であると推認でき、

申立人が国民年金の加入手続を行っておきながら、加入当初の２か月と短期

間である当該期間の保険料を納付しなかったと考えるのは不自然である。 

   また、申立期間に近接する昭和 53 年１月及び同年２月の国民年金保険料は、

当初未納とされていたが、申立人の所持する領収書により平成 22 年 12 月に

納付済みに記録が訂正されたことが確認できることから、行政側の記録管理

が適切に行われていなかった可能性がうかがえる。 

   さらに、申立人は申立期間後の国民年金保険料を全て納付している上、任

意加入している期間もあることから、納付意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5905 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成２年 12 月及び３年１月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年７月から同年 10月まで 

             ② 平成２年 12月及び３年１月 

    申立期間①について、私は、昭和 56 年３月に区役所で国民年金の加入手

続を行い、加入手続後の国民年金保険料については、同年 11 月に国民年金

の被保険者資格の喪失手続を行うまで、区役所で納付していた。 

    申立期間②について、私は、会社を退職する都度、厚生年金保険から国

民年金への切替手続を行い、国民年金保険料については、区役所で納付し

ていた。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、会社を退職する都度、厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行い、区役所で国民年金保険料を納付していた

と主張しているところ、申立人は、当該期間当時、国民年金に加入してい

ることが申立人の所持する年金手帳及びオンライン記録で確認することが

でき、申立人に対して当該期間に係る納付書が発行されていたことが推認

できる上、申立人は、当該期間の前後の期間において厚生年金保険から国

民年金への切替手続及び共済組合から国民年金への切替手続を行い、保険

料を納付していることが確認できることから、当該期間についても、保険

料を納付していたと考えても不自然ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、昭和 56 年 11 月に国民年金の被



 

  

保険者資格の喪失手続を行うまで、納付書により当該期間の国民年金保険

料を納付していたと主張しているが、申立人は、被保険者資格の喪失手続、

保険料の納付金額及び納付時期についての記憶が曖昧であることから、当

該期間当時の保険料の納付状況が不明である。 

    また、申立人が昭和 56年 11月 11 日に国民年金の被保険者資格の喪失手

続を行ったことがオンライン記録で確認でき、当該手続を行った理由につ

いては、年金に対して重要性を感じなくなったためと述べていることから、

申立期間①当時、申立人は保険料を納付する意欲を維持することができな

くなったと推認できる上、国民年金に任意加入したものの、自ら被保険者

資格の喪失手続を行った申立人が、被保険者資格を喪失する直前まで保険

料を納付していたとする事情も見当たらない。 

    さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成２年 12 月及び３年１月の国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5906 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年 12月から 61年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 12月から 61年３月まで 

    私は、昭和 61 年頃、当時居住していた市の市役所に、国民年金保険料の

未納が残っていないか問い合わせたところ、国民年金第３号被保険者に種

別変更する前の期間が未納となっていると聞き、申立期間であるその間の

保険料を遡って納付した。当時、付加年金にも加入していたが、付加保険

料は遡って納付することはできないと聞いていたので、付加保険料は納付

していないと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年２月に国民年金に任意加入して以降、申立期間を除き、

国民年金の加入期間中に国民年金保険料の未納は無い上、国民年金に任意加

入すると同時に付加年金の加入手続も行い、付加保険料を納付するなど、保

険料の納付意識が高かったものと考えられる。 

   また、申立期間当時、申立人の夫の仕事に変更は無く、標準報酬月額が上

位等級で推移していたことから、国民年金保険料を納付するための資力は十

分あったことが推認されることに加え、申立人は、申立期間の保険料を遡っ

て納付したと述べており、オンライン記録によると、現に、申立期間直前の

昭和 60 年８月から同年 11 月までの保険料を遡って過年度納付していること

が確認できることから、納付意識が高かった申立人が、４か月と短期間であ

る申立期間の保険料についても、その直前の期間と同様に過年度納付したと

考えても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6237 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平

成７年７月から同年９月までを 53 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、平成７年７月から同年９月までの上記訂正後の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成６年６月１日から 13 年４月１日まで 

    私は、昭和 59 年８月から平成 12 年 12 月までＡ社Ｂ事務所に勤務し、

その期間の給料は同社本社から支給されていた。５年までは現地通貨建

ての支給だったが、６年から一部円建てとなった。給料が分割されて支

給されるようになってからの数年間の標準報酬月額が 38 万円となって

おり、総支給額と相違している。総支給額は、現地通貨分と日本円支給

分の合計額であり、９年２月及び同年５月の給料一覧表から 60 万円を

超えているので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

   申立期間のうち、平成７年７月１日から同年 10 月１日までの期間につ

いては、Ａ社提出の賃金台帳により、申立人が、当該期間においてオンラ

イン記録により確認できる標準報酬月額（38 万円）を超える報酬月額の

支払を受け、当該報酬月額に基づく標準報酬月額（59 万円）より低い標



                      

  

準報酬月額（53 万円）に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   したがって、申立人の平成７年７月から同年９月までに係る標準報酬月

額については、賃金台帳で確認できる厚生年金保険料控除額から、53 万

円とすることが必要である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てどおりの保険料を納付していないと回答してお

り、事業主から提出された健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通

知書においても、事業主は、オンライン記録どおりの報酬月額の届出を行

っていることが確認できることから、その結果、社会保険事務所（当時）

は、標準報酬月額（53 万円）に見合う保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

   一方、申立期間のうち、平成６年６月１日から７年７月１日までの期間

について、Ａ社は、６年 12 月以前の賃金台帳は保管していないと回答し

ている上、同社から提出された賃金台帳の７年１月から同年６月までの厚

生年金保険料控除額欄は空欄となっており、当該期間の厚生年金保険料控

除額を確認することができない。 

   また、申立期間のうち、平成７年 10 月１日から 13 年４月１日までの期

間については、Ａ社提出の賃金台帳により、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額（38 万円）は、オン

ライン記録により確認できる標準報酬月額（38 万円）と同額であること

が確認できる。 

   このほか、申立期間のうち、平成６年６月１日から７年７月１日までの

期間及び同年 10 月１日から 13 年４月１日までの期間について、申立人の

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成６年６

月１日から７年７月１日までの期間及び同年 10 月１日から 13 年４月１日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6238（事案 4252 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 43 年 12 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月 21 日から 44 年１月６日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間における厚生年金保険の被

保険者記録が無い旨の申立てをしたが、記録は訂正できないとの通知を

受けた。 

    しかし、私は、当時Ａ社の昭和 44 年１月分の給与明細書の保険料控

除額と同社に勤務する直前に勤務していた事業所における保険料控除額

を確認し、大きな差が無いことを確認した記憶がある。 

    また、申立期間は、Ａ社本社に所属しＢ職部長の指示により同社Ｃ工

場においてＤ業務を行っていた。私と同様に月の中途で入社した者が入

社と同時に厚生年金保険に加入しているのであれば私も加入するはずで

ある。 

    今回新たに同僚の氏名を思い出したので再度調査の上、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る申立てについては、Ａ社から提出された人事発

令通知により、申立人が申立期間において嘱託として同社に勤務していた

ことは認められるものの、同社が同様に嘱託として勤務していたとして氏

名を挙げた２名のうちの１名は、採用日の約１年経過後に厚生年金保険の

被保険者資格を取得していることが確認でき、このほかに申立期間に係る



                      

  

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたという特段の事情

が見当たらなかったことなどの理由により、既に当委員会の決定に基づく

平成 22 年 10 月 26 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

   しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、申立人の資格取得日（昭和 44 年１月６日）の前後２年以内に月の中

途で資格取得している被保険者 16 名について、勤務した期間と厚生年金

保険の加入記録を再調査したところ、回答のあった 10 名全員が、「勤務

した期間と厚生年金保険の記録は同じである。」と供述している上、当該

10 名の同社における人事記録上の入社日と厚生年金保険の資格取得日が

一致していることから、同社は、従業員を入社と同時に厚生年金保険に加

入させていたことがうかがえる。 

   また、上記の人事発令通知の記載内容及び申立期間当時の総務担当者の

証言から判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年１月のＡ社本社

における申立人の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすること

が妥当である。 

   また、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としているが、Ａ社が保管する健康保険

厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書において、

申立人の資格取得日が昭和 44 年１月６日となっていることから、事業主

は同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6239 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 23 年７月 22 日から 24 年 12 月６日ま

での期間において厚生年金保険第三種被保険者であったことが認められる

ことから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）Ｂ事業所における当該期間の厚

生年金保険被保険者資格の種別に係る記録を第一種から第三種に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年７月 22 日から 24 年 12 月６日まで 

    私は、昭和 22 年７月 22 日にＡ社に入社し、同社Ｂ事業所の坑内で

24 年 12 月５日まで勤務していたが、社会保険事務所（当時）への照会

に対する書面による回答では、申立期間は厚生年金保険第三種被保険者

ではなく、第一種被保険者となっている。最初は採炭の仕事ではなく軽

労働ということで入社したが、採炭の交代要員になることができ、その

後、同作業に従事した。申立期間について厚生年金保険の第三種被保険

者期間（坑内員）として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 23 年７月 22 日から 24 年 12 月６日までの期間に

ついて、申立人の厚生年金保険被保険者台帳のＡ社Ｂ事業所に係る記録の

「坑内夫該否」欄の一行目には「第一種」というゴム印が押されているも

のの、坑内夫該当を表す「○」印が記されており、オンライン記録におい

て第三種被保険者として記録されている同僚の同被保険者台帳の同欄には

「○」印が記されていることが確認できる。 

   また、申立人の被保険者資格取得月である昭和 23 年７月に被保険者資

格を取得している同僚 36 名のうち９名については、Ａ社Ｂ事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿においては、その種別が第一種と記載

されているにもかかわらず、オンライン記録では第三種とされていること



                      

  

が確認できる。 

   さらに、上記の被保険者名簿の記録から、申立人と同時期に厚生年金保

険被保険者資格を取得している９名（第一種被保険者２名、第三種被保険

者７名）及び申立人について、その標準報酬等級を比較したところ、申立

人の標準報酬等級は、第一種被保険者より 10 等級以上高く、かつ、ほか

の第三種被保険者の標準報酬等級よりも高額であることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 23 年

７月 22 日から 24 年 12 月６日までの期間において厚生年金保険被保険者

資格種別は第三種被保険者であったと認められる。 

   一方、昭和 22 年７月 22 日から 23 年７月 22 日までの期間については、

事業主及び同僚から勤務実態の確認が取れない上、申立人について第三種

被保険者としての保険料の控除について確認できる周辺事情及び関連資料

が無いことから、当該期間を厚生年金保険第三種被保険者として認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6240 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 44 年６月 15 日に訂正し、申立期間

に係る標準報酬月額を２万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月 29 日から 44 年６月 15 日まで 

    私は、昭和 42 年４月３日から 44 年６月 14 日までＡ社に勤務してい

た。 

    しかし、厚生年金保険被保険者記録では、申立期間が被保険者期間と

なっていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は申立期間において、Ａ社に継続し

て勤務していたことが確認できる。 

   また、申立人が記憶する同僚は、「申立人とは同一部署で勤務していた

ことから、申立人をよく覚えている。被保険者記録の存在する期間と存在

しない期間との間に、雇用形態や業務内容に特に変化は無かった。」と述

べており、当該同僚は、申立人の申立期間において厚生年金保険の被保険

者記録が継続していることが確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

43 年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6241 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 47 年 10 月１日に訂正し、申立期間

に係る標準報酬月額を９万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    オンライン記録では、Ｂ社（現在は、Ｃ社）からＡ社に出向していた

期間のうち、昭和 47 年９月 30 日から同年 10 月１日までの期間が厚生

年金保険の被保険者期間となっていない。私は、同年９月 30 日に同社

への出向命令が解かれ、翌日からＢ社に勤務しているため、申立期間の

被保険者記録が無いのはＡ社による事務手続上の誤りだと思われるので、

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社から提供された人事記録及び雇用保険の記録並びに申立人が所持す

るＡ社の新本俸通知及び給料明細表から判断すると、申立人が同社に継続

して勤務し（昭和 47 年 10 月１日に、同社からＢ社に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

47 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、９万 8,000

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かについては、事業主は調査不能としているが、事業主が資格

喪失日を昭和 47 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所



                      

  

（当時）がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6242 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標

準報酬月額を、62 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年 11 月１日から 14 年７月 21 日まで 

    私の申立期間に係る報酬月額は 90 万円であったが、厚生年金保険の

標準報酬月額の記録は、９万 8,000 円になっている。社会保険事務所の

訪問調査により、遡及訂正されていることを知ったので申立期間の厚生

年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、62

万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなった日（平成 14 年７月 21 日）より後の同年７月 29 日付けで、９

万 8,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、申立人のほかに、Ａ社の代表取締役及び取締役１名についても、

標準報酬月額が遡って減額訂正処理されている。 

   一方、Ａ社の閉鎖事項全部証明書から、申立人は、同社の取締役であっ

たことが確認できる上、申立人は、「私は、同社の経理担当者であっ

た。」と述べている。 

   しかしながら、Ａ社は平成 14 年７月＊日に破産宣告されており、前述

の訂正処理は破産宣告後に行われている。 

   また、このことについて、当時、Ａ社の社会保険事務を委託されていた

社会保険労務士は、「破産宣告時点でＡ社が滞納していた厚生年金保険料

について、自身が破産管財人と相談して、申立人を含む取締役３名の保険

料を遡って下げることで相殺することとした。各種届には管財人の印鑑を

押した。一連の手続をする間、取締役３名は出社せず、訂正処理に関する



                      

  

同意も得なかった気がする。」と供述している。 

   さらに、前述の手続に関して同意を求められたか否かについて、申立人

と同様に標準報酬月額の引下げが行われているＡ社の元代表取締役は、既

に死亡しており確認することができないが、申立人及びほかの元取締役１

名は、「このような標準報酬月額の引下げ処理が行われたことは知らな

い。」と述べていることから、申立人が、取締役及び経理担当者として当

該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このように遡

って記録を訂正する処理を行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額については、有効な記録訂正があったとは認められず、

申立期間に係る標準報酬月額を、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

62 万円に訂正することが必要であると認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6243 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年１月１日から８年７月１日まで 

    オンライン記録では、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間にお

ける報酬月額は約 90 万円であったが、厚生年金保険の標準報酬月額が

９万 2,000 円に引き下げられていることが分かった。 

    申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報

酬月額は、当初、59 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなった日である平成９年 12 月 31 日より後の

10 年１月 14 日に、９万 2,000 円に引き下げられている上、申立人を除く

４人の標準報酬月額についても遡及して引き下げられていることが確認で

きる。 

   また、申立人が所持する賃金台帳では申立期間のうち、平成８年４月か

ら同年６月までの期間について、上記減額訂正の処理がされる前の標準報

酬月額 59 万円に見合う厚生年金保険料が給与から控除されていることが

確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、

申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認めら

れず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た、59 万円に訂正することが必要であると認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6244 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年８月 26 日から 23 年１月９日まで 

    私は、昭和 22 年秋、手術をし、その後、体調が思わしくないためＡ

社Ｂ事業所を退職し、Ｃ県の実家に帰った。その後回復したので、再度

同社に就職した。年金の記録については、48 歳頃から自分で探して見

付けてきたが、申立期間については、日本年金機構からの確認はがきで

脱退手当金を受給していることを初めて知り、受け取った記憶が無かっ

たので申し立てた。当時、Ｃ県からＤ市へ引っ越したため何の連絡も無

かった。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人が記載されているページとその前後 11 ページに記載されている男性は

84 名おり、申立人が被保険者資格を喪失した昭和 23 年１月９日の前後３

年以内に資格を喪失し、脱退手当金の受給要件を満たした 10 名のうち脱

退手当金の支給記録がある者は申立人のみであり、事業主が申立人の委任

に基づき代理請求したとは考え難い。 

   また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の

４回の被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求とな

っており、５回の被保険者期間のうち、４回の被保険者期間を失念すると

は考え難い。 

   さらに、申立人は脱退手当金が支給決定されたこととされている日から

間もなくして脱退手当金の支給対象とされている同じ事業所に再就職し、



                      

  

厚生年金保険の被保険者となっていることを踏まえると、その直前に脱退

手当金を請求するというのは不自然である。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の平成 20 年７月 10 日に係

る標準賞与額を 29 万 4,000 円とし、同年 12 月 16 日に係る標準賞与額を

28 万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 10 日 

             ② 平成 20 年 12 月 16 日 

    厚生年金保険被保険者記録によると、平成 20 年７月 10 日及び同年

12 月 16 日の賞与に係る記録が無い。賞与明細書を提出するので、調査

の上、厚生年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準賞与額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これら

の標準賞与額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断する

こととなる。 

   したがって、申立人の平成 20 年７月 10 日の標準賞与額については、申

立人が提出した夏期賞与明細一覧において確認できる厚生年金保険料の控

除額から、29 万 4,000 円とすることが必要である。 

   また、申立人の平成 20 年 12 月 16 日の標準賞与額については、申立人

が提出した賞与明細書で確認できる賞与額に見合う標準賞与額は 29 万

4,000 円であるものの、厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 28



                      

  

万 8,000 円であることから、28 万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かについては、事業主は、申立てどおりの届出を行っておらず、

厚生年金保険料も納付していなかったと回答していることから、社会保険

事務所（当時）は、申立人に係る平成 20 年７月 10 日及び同年 12 月 16 日

の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を 18 万 1,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 20 日 

    平成 18 年 12 月 20 日に支給された賞与について、厚生年金保険の記

録では年金額の計算の基礎とならない記録となっている。 

    Ａ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除していたにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）に賞与支払届を提出しておらず、その後届出を

行ったものの、その時は時効のため保険料が納付できなかったことを認

めているので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与総支給額・保険料控除明細書及び申立人から提出

された賞与支給明細書から、申立人は、申立期間において、その主張する

標準賞与額（18 万 1,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対し行っ

ておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても、納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6247 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 27 年３月 10 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、同年 12 月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人の被保険者の資

格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、8,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年３月 10 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 27 年３月にＡ社に就職し、同年 11 月末までＢ職を担当し

ていた。しかし、オンライン記録では、申立期間において厚生年金保険

の被保険者期間となっていないが、納得できないので申立期間の記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社があったＣ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人と同じ姓で名前が異なり、生年月日が同じ者が、昭和 27 年３

月 10 日に被保険者資格を取得し、同年 12 月１日に同資格を喪失している

基礎年金番号に未統合の記録が確認できる。 

   また、上記被保険者名簿に記載されている 231 名の氏名を確認したが、

申立人と同じ姓の被保険者は見当たらない上、オンライン記録において、

上記の者を氏名検索したところ、同姓同名の者が２名存在していたものの、

当該２名は、上記の者と生年月日が異なっていることが確認できる。 

   さらに、申立人が所持する履歴書には、昭和 27 年３月に「Ａ社Ｄ課に

勤務」と記載されている上、33 年９月 30 日付けのＡ社の申立人に係る推

薦状には、申立人が 21 年７月から 33 年９月まで同社に勤務していたとの

記載がある。 

   加えて、申立人は、Ｅ職の同僚の氏名を記憶していると述べているとこ



                      

  

ろ、上記被保険者名簿にその同僚の氏名の記載がある上、この同僚はＥ職

だったと供述している。 

   これらのことから、上記の被保険者記録は、申立人の被保険者記録であ

ると認められる。 

   これらの事実を総合的に判断すると、事業主は、申立人の主張する昭和

27 年３月 10 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年 12 月１日

に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の記録か

ら、8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6248 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19 年 12 月

14 日は 37 万 7,000 円、20 年７月 15 日は 32 万 7,000 円、同年 12 月 16 日

は 28 万 9,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年 12 月 14 日 

             ② 平成 20 年７月 15 日 

             ③ 平成 20 年 12 月 16 日 

    平成 22 年３月に送られてきたねんきん定期便に、Ａ社から支給され

た 19 年 12 月 14 日、20 年７月 15 日及び同年 12 月 16 日の賞与に係る

記録が無いので同社に相談したところ、同社が賞与支払届を年金事務所

に提出した。しかし、申立期間については、年金額に反映されない期間

であるとされたが厚生年金保険料は控除されていたので、申立期間につ

いて記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準賞与額の相違について申し立てているところ、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額

のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞



                      

  

与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準賞与額については、Ａ社の保管する賃金台帳

において確認できる保険料控除額又は支給額から、平成 19 年 12 月 14 日

は 37 万 7,000 円、20 年７月 15 日は 32 万 7,000 円、同年 12 月 16 日は 28

万 9,000 円とすることが必要である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時に賞与支払届の提出を行わなかったため、

当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が訂正の届

出を行ったと回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人

に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6249 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 28 年４月 21 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年４月 21 日から同年５月 21 日まで 

    夫は、昭和 16 年３月１日から 43 年９月 20 日までＡ社に継続して勤

務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が

無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における在職期間証明書、退職金計算書及び雇用保険の被

保険者記録から判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（同社から同

社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、Ａ社の社史において、申立人が昭和 28 年３

月にＣ出張所に転任と記載されているとともに、同社の担当者は、「同社

Ｃ出張所は厚生年金保険の適用事業所とはなっておらず、同社Ｂ支店が同

社Ｃ出張所を管轄している。」と証言している上、申立人の妻は、申立人

が同年４月には同社Ｃ出張所に転勤していたと述べていることから判断す

ると、同年４月 21 日とすることが必要である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 28 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、8,000



                      

  

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情が無いことから明らかでないと判断せざるを得

ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格取得日に係る記録を平成４年４月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 44 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から同年７月１日まで 

    私は、平成４年４月１日にＡ社に入社した。入社時に会社から厚生年

金保険に加入していないため、すぐに加入するので給与から厚生年金保

険料を控除する旨の話を聞いた。申立期間における給与明細書及び添付

されていた文書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社が発行した平成４年４月から同年６月までに

おける給与明細書の労働日数欄に、申立期間における労働日数が記載され

ていることから、申立人が申立期間において、同社に勤務していたことが

認められる。 

   また、申立人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間であ

る申立期間に係る給与明細書に添付されている「所得税、住民税、健康保

険及び厚生年金」についての文書を所持しているところ、同文書に厚生年

金保険料を控除する旨の文言が記載されていることが確認できる。 

   さらに、申立期間においてＡ社の経理担当であったとする者は、「この

文書に記載されている字の筆跡は私のものであり、この預り金を返却した

記憶は無い。しかし当時の資料は無く、詳細は不明である。」と述べてい

る。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

４年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、44 万円とすることが妥

当である。 

   一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、平成４年７月１日までは厚生

年金保険の適用事業所としての記録が無い。しかし、履歴事項全部証明書

によれば、同社は昭和 59 年６月１日に法人として設立されていることが

確認できることから、同社は申立期間において、当時の厚生年金保険法に

定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、事業主は、申立期間において適用事業所でありながら、社会保険

事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

  

神奈川国民年金 事案 5907 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年７月から 51年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 51年 10月まで 

    私は、昭和 50 年７月に会社を退職した後、私の義姉に勧められたことか

ら、同年８月又は同年９月頃に、区役所で国民年金の加入手続を行った。

加入手続後の国民年金保険料については、納付書により郵便局で納付して

いたにもかかわらず、申立期間が未加入で保険料を納付していないとされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年８月又は同年９月頃に国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人が国民年

金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、52 年２月から同

年３月までの間と推認できることから、国民年金の加入手続時期が申立人の

主張する時期と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 52 年４月に夫婦連番で払い出

されており、申立人の国民年金被保険者名簿、申立人の所持する年金手帳及

びオンライン記録では、国民年金の被保険者資格取得日が 51 年 11 月 30 日

となっていることから、申立期間は国民年金の未加入期間で国民年金保険料

を納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手

帳記号番号が払い出される必要があるが、申立期間当初から手帳記号番号が

払い出された時期を通じて同一区内に居住していた申立人に別の手帳記号番

号が払い出される事情は無く、その形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5908 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年１月から 43年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 43年 12月まで 

    私は、国民年金制度が開始された昭和 36 年４月頃に、夫から、国民年金

に加入するように勧められたため、それから数年経過した 38 年頃から 40

年頃までの間に、区役所の出張所で、国民年金の加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料は、保険料額の記憶は無いが、私が区役所の

出張所で定期的に納付した。保険料を納付した際、領収印が押された細長

い領収書を受け取り、年金手帳に貼るか、年金手帳に貼らなかったものは

束ねて保管していたが、手帳も領収書も破棄してしまった。 

    私は、申立期間が国民年金に未加入とされ、国民年金保険料が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度が開始されて数年経過後に国民年金の加入手続を

行ったとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿、特殊台帳及び申立人が

所持する年金手帳によると、申立人は昭和 44 年１月７日に任意加入被保険

者として国民年金の被保険者資格を取得しており、任意加入の場合、加入手

続日が資格取得日とされることから、申立人は、同年同月同日に国民年金の

加入手続を行い、手帳記号番号が付与されたと考えられ、申立人の主張と一

致しない。このことに加え、申立期間のうち、39 年 11 月から 43 年 12 月ま

での期間については、申立人の夫が厚生年金保険の被保険者であったため、

申立人は国民年金への加入が任意であった期間であり、制度上、44 年１月７

日の加入手続日より前に遡って国民年金に加入することも、国民年金保険料

を納付することもできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 38年１月から 39年 10月までの期間について



 

  

は、申立人が国民年金の加入手続を行った 44 年１月の時点では、時効によ

り国民年金保険料を納付することができず、申立人が当該期間の保険料を納

付するためには、別の手帳記号番号が払い出される必要があるが、申立人は、

当該期間の前後を通じ、同一区内に居住していたとしており、別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した際、細長い領収

書を受け取ったとしているが、申立人が当該期間当時居住していた区では、

昭和 45 年 10 月に納付書による保険料の収納が開始されるまでは、印紙検認

による保険料の収納が行われていたことが確認でき、申立人が述べているよ

うに、保険料の収納後に領収書が発行されたとは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（源泉徴収票、家計簿等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5909 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年３月から６年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月から６年１月まで 

    私は、申立期間当時、大学生であったので、実家から住民票を移さず、

別の場所で一人暮らしをしていた。私が 20 歳になった平成４年＊月頃に、

国民年金の加入手続を行っていないにもかかわらず、国民年金保険料の納

付書が実家に送られてきた。私の母親が私の申立期間の保険料を毎年、前

納していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった平成４年＊月頃に、国民年金の加入手続を行って

いないにもかかわらず、国民年金保険料の納付書が実家に送られてきたと主

張しているが、申立期間当時、申立人が住民登録をしていた市によると、加

入手続を行っていない者に対しては、納付書を発行していなかったとしてい

ることから、申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成８年３月に払い出されてい

ることが確認でき、その時点では、申立期間は時効により国民年金保険料を

納付することができない期間である上、別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその母親は、申立

人の保険料を遡ってまとめて納付したことは一度も無いと述べているが、申

立期間直後の平成６年２月から７年３月までの保険料は過年度納付により納

付されていることがオンライン記録で確認できることから、申立内容と一致

しない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5910 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 54年３月まで 

    私は、両親に国民年金の加入手続を行うように言われ、当時は大学生で

あったがアルバイトを始めており、その給料の中で納付することができる

金額だったので、昭和 48 年＊月に、区役所の窓口で、国民年金の加入手続

を行った。 

    加入手続の際、職員から、「任意ですが、20 歳から国民年金に加入する

ことができるので、１年分の国民年金保険料を遡って納付することができ

れば、将来、年金額が少し違います。」と勧められ、１年分の保険料額で

ある１万円から２万円ぐらいを納付した記憶がある。加入手続後の保険料

については、区役所から送られてきた納付書を用いて、その都度、納付期

限までに、郵便局で納付していたはずである。 

    大学卒業後は、Ａ職をしていたが、厚生年金保険には加入していなかっ

たため、引き続き国民年金に加入していた。 

    私は、未納が無いように申立期間の国民年金保険料を納付していたはず

なのに、当該期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年＊月に、区役所で、国民年金の加入手続を行ったと述

べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意

加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続時期

は 55 年２月頃と推認され、申立内容とは一致せず、その時点において、申

立期間の大半の国民年金保険料は時効により納付することができない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続後の国民年金保険料については、区

役所から送られてきた納付書により、その都度、納付期限までに、納付して



 

  

いたと述べているが、上述のとおり、申立人の国民年金の加入手続時期は昭

和 55 年２月頃であることから、申立期間当時は、国民年金の加入手続はな

されていなかったと考えられ、申立人が述べている納付期限までに納付する

ための保険料の納付書が発行されていたとは考えにくい。ちなみに、申立人

は、申立期間の始期から国民年金の加入手続時期を通じて、同一区内に居住

しており、別の手帳記号番号が払い出されるとは考えにくく、その形跡も見

当たらない。 

   さらに、申立人は、年金手帳に記載された国民年金の「初めて被保険者と

なった日」の欄に、昭和 47 年＊月＊日と記載されているため、申立期間の

国民年金保険料を納付しているはずであるとしているが、国民年金の被保険

者資格取得日は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日まで遡る

ことから、保険料納付の始期を特定するものではない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5911 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年６月から 58年３月まで 

    私は、20 歳になった昭和 45 年＊月からしばらくの間は国民年金に加入

していなかった。32 歳になった 57 年＊月に社会保険事務所（当時）の職

員に年金について相談したところ、「30 年間、国民年金保険料を納付しな

いと老齢基礎年金の受給資格を得ることができないが、これから過去２年

分の保険料を遡って納付し、60 歳まで保険料を納付し続ければ、30 年間納

付することができる。」と言われたため、すぐに区役所で国民年金の加入

手続を行い、社会保険事務所で過年度納付書の発行手続を行った。加入手

続後の保険料については、過去に遡れる分だけ遡って数回に分けて納付書

により納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 57 年＊月に区役所で国民年金の加入手続を行い、加入手続

後の国民年金保険料については、過去に遡れる分だけ遡って数回に分けて納

付書により納付していたと主張しているが、申立人は、保険料の納付時期及

び納付金額の記憶が曖昧であることから、保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得

日から、昭和 60 年６月と推認でき、申立人の主張する国民年金の加入時期と

一致しない上、その時点では、申立期間は時効により国民年金保険料を納付

することができない期間であるとともに、別の手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、上述のとおり、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、昭



 

  

和 60 年６月であると推認でき、申立期間直後の 58 年４月から 60 年３月まで

の国民年金保険料を過年度納付していることが申立人のオンライン記録で確

認できることから、申立人が同年６月に加入手続を行い、その時点で遡って

保険料を納付することができる当該期間の保険料を過年度納付により納付し

たと考えるのが合理的である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5912 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13 年９月から 15 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年９月から 15 年６月までの期間のうちの２

か月又は３か月 

    私は、会社を辞めた平成 13年９月頃、区役所で国民年金の加入手続を行

った。 

    その後、時期は憶
おぼ

えていないが、区役所から、国民年金と国民健康保険

の保険料を納付していない事情について問い合わせる旨の通知が自宅に届

いたため、国民年金課と国民健康保険課の窓口に行った。 

    その際、同年金課の職員から、「今、国民年金保険料を納付できる分だ

けでも納付してください。そうしないと健康保険も止まりますよ。」と言

われたため、その場で所持金から１か月分の保険料を納付し、手書きの領

収証書を受け取った。 

    その後、どの期間の国民年金保険料をいつ納付したか憶
おぼ

えていないが、

納付書により、金融機関で１か月分の保険料を、１、２回納付したと思う。 

    私は、申立期間のうち、２か月又は３か月の国民年金保険料を納付した

にもかかわらず、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 13 年９月頃、区役所で国民年金の加入手続を行い、その後、

区役所で１か月分の国民年金保険料を納付したと述べているが、その納付時

期について憶
おぼ

えていない上、後日の保険料の納付についても、１か月分の保

険料を１、２回納付したと述べるのみで、その納付場所、納付時期及び納付

期間についての記憶は曖昧で、申立期間の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人は、国民年金保険料の滞納があると、国民健康保険の資格も

失効する旨の説明を受けたと主張しているが、制度上、国民年金の保険料の



 

  

納付状況と国民健康保険の適用等は無関係であることから、申立人の主張は

不自然である。 

   さらに、申立期間は、平成９年以降の基礎年金番号の導入後の期間であり、

基礎年金番号に基づき国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状

況下である上、申立期間の過半は、14 年以降であり、保険料収納事務が国に

一元化されたことに伴い、事務処理の電算化が一層促進されたことを踏まえ

ると、当該期間の記録管理に誤りがあったとは考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても新たな証言や

資料を得ることはできず、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5913 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年７月から４年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年７月から４年５月まで 

    私は、平成３年６月に会社を退職した後、母親と一緒に当時居住してい

た市の市役所に行き、自分自身で国民年金の加入手続を行った。 

    国民年金保険料については、納付した時期及び金額についての記憶は無

いが、何度か市役所を訪れているので、市役所で納付したと思う。 

    申立期間が未加入期間とされ、国民年金保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年６月に会社を退職した後、母親と一緒に市役所に行き、

自身で国民年金の加入手続を行ったと述べている。しかし、当時は、基礎年

金番号が導入される９年１月前であり、３年６月に申立人が国民年金の加入

手続を行ったのであれば、国民年金手帳記号番号が払い出されるはずである

が、申立人へ手帳記号番号が払い出された形跡は無く、申立人の所持する年

金手帳の国民年金の欄にも手帳記号番号の記載は見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付について

の具体的な記憶が無く、一緒に市役所に行ったとする母親からも証言を得る

ことはできず、当時の加入手続及び保険料の納付状況が不明である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5914 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：               

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年１月 

    私は、平成９年３月に会社を退職した後、区役所で国民年金の加入手続

を行った。 

    その後、私は国民年金保険料を、複数の金融機関で、納期限までに納付

していた。納期限までに納付できそうにないときは、母親に現金と納付書

を渡し、母親が金融機関で私の保険料を納付してくれていた。 

    私は、国民年金保険料について、未納が無いように納付していたにもか

かわらず、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年３月に国民年金の加入手続を行い、その後の国民年金

保険料については、申立人が納付するか、その母親に納付を頼むなどして、

未納にならないように納期限までに納付していたはずであると述べている。

しかし、オンライン記録によると、13 年８月６日に納付書が発行されており、

同年同月当時の申立人の保険料の納付状況から見て、当該納付書は申立期間

に係る納付書と考えられることから、同年同月の時点では当該期間は未納で

あったと考えるのが合理的で、納期限までには納付したとする申立人の主張

とは一致しない上、申立人からは、当該納付書で遡って保険料を納付したと

する主張も無いことから、申立人が当該期間の保険料を納付していたとする

ことは難しい。 

   また、申立期間は、平成９年１月以降の期間であり、基礎年金番号に基づ

き、国民年金の記録管理の電算化が図られていた状況下において、当該期間

の記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料



 

  

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5915 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年８月から 50 年３月までの期間、同年 12 月から 51 年１

月までの期間、同年８月から同年９月までの期間、52 年２月から同年９月ま

での期間、同年 12月から 54年３月までの期間及び 56年 11月から 57年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年８月から 50年３月まで 

             ② 昭和 50年 12月から 51年１月まで 

             ③ 昭和 51年８月から同年９月まで 

             ④ 昭和 52年２月から同年９月まで 

             ⑤ 昭和 52年 12月から 54年３月まで 

             ⑥ 昭和 56年 11月から 57年３月まで 

    私は、20 歳になった昭和 48 年＊月頃に、区役所で国民年金の加入手続

を行った。 

    私は、昭和 48 年５月頃から、姉夫婦が経営する会社に勤務しており、国

民年金保険料が、給料から天引きされていたことを憶
おぼ

えているので、姉が、

私、姉及び義兄の３人分の保険料を一緒に納付していたはずである。 

    申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥の国民年金保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 48 年＊月頃に、区役所で国民年金の加入手

続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年

金の加入手続が行われたのは、50 年１月頃であると推認でき、国民年金の加

入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、申立人の手帳記号番号

は、同年３月に払い出されており、別の手帳記号番号が払い出されていたこ



 

  

とをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   また、申立人は、その姉が、申立人、その姉及び義兄の３人分の国民年金

保険料を一緒に納付していたはずであると主張しているが、申立人自身は、

保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする

その姉から直接事情を聴取することができないことから、申立期間当時の保

険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5916 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年 11 月から 53 年 11 月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含めて納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月から 53年 11月まで 

    私は、20 歳当時、大学生で国民年金への加入は任意であったが、同じく

任意加入対象者であった母親と二人で同時に、昭和 51 年＊月頃、区役所で

国民年金の任意加入手続を行った。国民年金保険料については、私のアル

バイト代の中からお金を用意し、付加保険料を含めた保険料を金融機関で

納付していた。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年＊月頃、母親と一緒に、区役所で国民年金の任意加入

手続を行ったと主張しているが、オンライン記録では、申立人の国民年金の

任意加入資格取得時期は、53 年 12 月とされており、申立人の国民年金手帳

記号番号は、同年＊月に 20 歳に到達するその弟と連番で払い出されている上、

一緒に任意加入手続を行ったとするその母親の国民年金の任意加入資格取得

時期は、同年２月とされていることから、申立内容と一致しない。 

   また、申立人は、申立期間当時、大学生であったため、申立期間は国民年

金の任意加入期間であり、遡って加入することはできない上、未加入期間と

されていることから国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人の年金手帳及び特殊台帳においても、申立人の国民年金の

任意加入資格取得時期は昭和 53 年 12 月となっており、国民年金被保険者収

滞納一覧表によると、同年同月から国民年金保険料が納付済みとなっている

ことが確認できる上、申立人は、申立期間から国民年金手帳記号番号の払出

時期を通じて同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出された形

跡も見当たらない。 



 

  

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料については、付加保険料を含め

て納付していたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5917（事案 2272及び 4926の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年８月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年８月から 51年３月まで 

    私は、これまでに２回、第三者委員会に申立てを行った。 

    最初の申立てで、昭和 45 年８月から 51 年３月までの期間、52 年４月か

ら 54 年３月までの期間、同年 10 月から 55 年３月までの期間及び 58 年６

月から同年９月までの期間の国民年金保険料の納付について、申立てを行

ったが、45 年８月から 51 年３月までの保険料を納付していたものと認め

られないとの回答であった。 

    ２回目の申立てで、この昭和 45 年８月から 51 年３月までの期間につい

て再度申立てを行ったが、やはり国民年金保険料を納付していたものと認

められないとの回答であった。 

    昭和 45 年８月から 51 年３月までの国民年金保険料を、私の夫が納付し

ていたことについて、私の夫が、事業の税務申告を頼んでいた税理士が知

っていることがあると思う。税理士が知っていることを、「新たな情報」

として、３回目の申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年５月に夫

婦連番で払い出されていることが確認でき、別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる形跡も見当たらないことから、当該期間の国民年金保

険料については、特例納付でしか納付することができない。現に、申立人に

ついては第３回特例納付の実施期間中に特例納付が行われていることが確認

できるものの、申立人の保険料を納付したとするその夫は、特例納付をした

こと、及び納付金額についての記憶が定かではない上、口頭意見陳述を実施

し、夫から聴取しても、夫が当該期間の保険料を納付したとの心証を得るま



 

  

でには至らず、当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらないことから、申立人が当該期間の保険料を納付して

いたものと認めることはできないとして、既に委員会の決定に基づき平成 21

年７月 23日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   また、申立人は、上記委員会の通知を受けた後、新たな証拠として国民年

金保険料領収書の一部を提示し、さらに、その夫は、預金通帳を提示すると

ともに、当委員会に当座預金口座の取引記録を調査するよう求め、再申立て

を行った。 

   しかし、領収書及び預金通帳は、納付済みとされている期間のものであり、

申立期間及び第３回特例納付の実施期間（昭和 53 年７月から 55 年６月ま

で）についてのものではなく、第３回特例納付が実施されていた期間を含む

52 年１月から 55 年 12 月までの期間における申立人の夫の当座預金口座の取

引履歴を当委員会において確認したが、その取引履歴の記載からは国民年金

保険料の納付があったことを特定することができず、当該預金が第３回特例

納付実施期間中において納付された申立人夫婦の保険料（申立人の分として

77 か月分、その夫の分として７か月分）に充てられた形跡も確認できず、再

び口頭意見陳述を実施し、その夫から聴取しても、保険料を特例納付したこ

と自体の記憶が無いなど、当該期間の保険料の納付状況は不明であった。 

   以上のことから、再申立内容は、当委員会の当初の決定を変更すべき新た

な資料・情報とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情も見当たらないことから、再度、当委員会の決定に基づき平成 22

年 12 月 22 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、申立期間当時、その夫が申立人の国民

年金保険料を納付していたことについて、夫が事業の税務申告を頼んでいた

税理士が知っていることがあるはずだとし、当委員会による当該税理士への

聞き取りを依頼した。当委員会において、当該税理士へ聞き取りを行ったも

のの、税理士からは、申立人の夫との職業上の付き合いは昭和 51 年頃始まっ

たので、それより前のことについては具体的に証言ができず、同年以後につ

いても、確定申告書の控えなどの資料が無いので具体的な証言ができないと

の回答があり、税理士からの回答を申立人の夫に伝えたところ、その夫から

は再度の聞き取りの依頼も無かったことから、「申立期間の国民年金保険料

を納付したことについて、税理士が知っていることがあるはず。」とする申

立人の主張は、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められ

ず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、当該期間の保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5918（事案 2273及び 4925の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年 12 月から 50 年３月までの期間及び平成８年 10 月から

10 年８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年 12月から 50年３月まで 

             ② 平成８年 10月から 10年８月まで 

    私は、これまでに２回、第三者委員会に申立てを行った。 

    最初の申立てで、昭和 39 年４月から同年９月までの期間、42 年６月か

ら 50 年３月までの期間、58 年６月から同年９月までの期間及び 60 年 12

月から 61年３月までの期間について申立てを行ったが、42年 12 月から 50

年３月までの期間は、国民年金保険料を納付していたものと認められない

との回答であった。 

    ２回目の申立てで、この昭和 42年 12月から 50年３月までの期間につい

て再度申立てを行い、平成８年 10 月から 10 年８月までの期間を新たな申

立期間として申立てを行ったが、いずれの期間も国民年金保険料を納付し

ていたものと認められないとの回答であった。 

    昭和 42年 12 月から 50年３月までの期間及び平成８年 10月から 10年８

月までの期間の国民年金保険料を私が納付していたことについて、私の事

業の税務申告を頼んでいた税理士が知っていることがあると思う。税理士

が知っていることを、「新たな情報」として、３回目の申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年５月

に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる形跡も見当たらないことから、当該期間の国

民年金保険料については、特例納付でしか納付することができない。現に、

申立人は第３回特例納付の実施期間中に特例納付を行っていることが確認



 

  

できるものの、申立人は特例納付をしたこと、及び納付金額についての記

憶が定かではない上、口頭陳述を実施し、申立人から聴取しても、申立人

が当該期間の保険料を納付したとの心証を得るまでには至らず、当該期間

の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が

無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らないことから、申立人が当該期間の保険料を納付していたものと認める

ことはできないとして、既に委員会の決定に基づき平成 21 年７月 23 日付

けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

    また、申立人は、上記委員会の通知を受けた後、新たな証拠として国民

年金保険料の領収書の一部及び預金通帳の提示に加え、当委員会に当座預

金口座の取引記録を調査するよう求め、再申立てを行った。 

    しかし、領収書及び預金通帳は、納付済みとされている期間のものであ

り、申立期間①及び第３回特例納付の実施期間（昭和 53 年７月から 55 年

６月まで）についてのものではなく、第３回特例納付が実施されていた期

間を含む 52 年１月から 55 年 12 月までの期間における申立人の当座預金口

座等の取引履歴を当委員会において確認したが、その取引履歴の記載から

は保険料の納付があったことを特定することができず、当該預金が第３回

特例納付実施期間中において納付された申立人夫婦の保険料（申立人の分

として７か月分、その妻の分として 77 か月分）に充てられた形跡も確認で

きず、再び口頭意見陳述を実施し、申立人から聴取しても、保険料を特例

納付したこと自体の記憶が無いなど、当該期間の保険料の納付状況が不明

であった。 

    以上のことから、再申立内容は、当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな資料・情報とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情も見当たらないことから、再度、委員会の決定に基づき平

成 22 年 12 月 22 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

 

  ２ 申立期間②は、申立期間①に係る再申立てにおいて追加されたものであ

り、申立人が 60 歳に到達した平成８年＊月から、任意加入手続を行う直前

の 10年８月までの未加入とされている期間である。 

    申立人は、平成８年＊月に任意加入の手続を行った覚えはないとしてい

ることから、申立期間②に係る国民年金の加入手続の状況が不明であり、

申立人の年金手帳にも任意加入した日として、当該期間後の 10 年９月 22

日の印が押されており、この日付はオンライン記録における資格取得日と

も一致することに加え、口頭意見陳述においても、当該期間に係る新たな

証言や証拠を得ることはできず、申立人が当該期間の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿等）が無く、ほかに当該期間の保



 

  

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらないことから、

申立人が当該期間の保険料を納付していたものと認めることはできないと

して、既に当委員会の決定に基づき 22 年 12 月 22 日付けで年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

 

  ３ 今回の申立てにおいて、申立人は、申立期間①及び②当時、申立人が国

民年金保険料を納付していたことについて、事業の税務申告を頼んでいた

税理士が知っていることがあるはずだとし、当委員会による当該税理士へ

の聞き取りを依頼した。当委員会において、当該税理士へ聞き取りを行っ

たものの、税理士からは、申立人との職業上の付き合いは昭和 51 年頃始ま

ったので、それより前のことについては具体的に証言ができないとの回答

があり、税理士からの回答を申立人に伝えたところ、申立人からは再度の

聞き取りの依頼は無かった。 

    また、上記で述べた税理士から、平成７年から 11 年の確定申告書の控え

の提出があったため、当委員会において、同控えを精査した。申立人の主

張によれば、申立期間②当時は、申立人は夫婦で国民年金に加入し、夫婦

二人分の国民年金保険料を納付していたとのことであるが、９年及び 10 年

の申告内容からは、二人分の保険料の納付があったことをうかがわせる状

況はうかがえず、当該期間に納付された保険料は現に納付済みとされてい

る申立人の妻の分のみと考えるのが自然である。 

    このように、「申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことにつ

いて、税理士が知っていることがあるはず。」とする申立人の主張は、当

委員会の当初の決定及び前回の決定を変更すべき新たな事情とは認められ

ず、そのほかに委員会の当初の決定及び前回の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立人は、申立期間①及び②の保険料を納付

していたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5919 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年３月 

    私は、平成 11年３月に会社を退職し、次の会社に就職したが、最初の数

箇月は、試用期間のため、厚生年金保険に加入していなかった。 

    国民年金の加入手続を行ったかどうかは記憶していないが、当時住んで

いた町の役場か金融機関で、申立期間の分を含めて、国民年金保険料を納

付していたと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したとする時期、場所及び方

法についての記憶が曖昧であり、ほかに当該期間の保険料の納付についての

証言が得られないとしているため、当該期間の保険料の納付状況は不明であ

る。 

   また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続を行ったかどうかに

ついては記憶していないとしているが、当該期間に係る国民年金の加入勧奨

記録及び申立人の国民年金保険料の納付記録から、当該期間に係る国民年金

の加入手続は、平成 11 年５月から同年７月までの間に行われたと推認され、

事実、同年同月に、現年度分である申立期間直後の同年４月の保険料が納付

されている。しかし、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される

同年５月から同年７月までの間に、申立期間の保険料を納付するためには、

過年度納付によるほかなく、保険料が納付済みとなっている現年度分の保険

料の納付書とは別に、当該期間の保険料の納付書が発行されている必要があ

るが、オンライン記録では、そのような納付書が発行された記録は確認でき

ず、申立人は、当該期間の保険料を納付することができなかったものと考え



 

  

られる。 

   さらに、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間であり、

同番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状況下

において、当該期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5920 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年８月から 52 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月から 52年１月まで 

    私は、母親から国民年金の大切さを聞いており、会社を退職すれば国民

年金に強制加入となることは知っていた。会社を退職した昭和 51 年８月に

実家に戻ったとき、私の国民年金の加入手続を誰が行ったか分からないが、

何か用紙がきていたので、その用紙で国民年金保険料を納付していた。 

    結婚後、国民年金に任意加入した際に、市役所の職員に結婚前の国民年

金保険料の納付状況について調べてもらったところ、「ちゃんと払ってあ

る。」との回答を得ていたので、安心していた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金の加入手続について、誰が行ったのか分か

らず、当該期間の国民年金保険料の納付についても、会社を退職し、実家に

戻った昭和 51 年８月から、送られてきた用紙によって納付していたと述べる

のみで、当該期間の国民年金の加入手続状況及び保険料の納付状況は不明で

ある。 

   また、現在、申立人の基礎年金番号とされている番号は、結婚後の昭和 52

年 12 月に、申立人が国民年金に加入した際に付番された国民年金手帳記号番

号であることから、申立人が主張するように、51 年８月当時に国民年金保険

料を納付するためには、申立人の実家のあった市において、申立人に手帳記

号番号が払い出されている必要があるが、別の手帳記号番号が払い出されて

いることをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 

   さらに、申立人が、国民年金の加入手続を行った昭和 52 年 12 月の時点に

おいて、申立期間の国民年金保険料は、53 年 10 月までであれば、時効によ



 

  

らず納付することができたが、申立人は、51 年８月から実家のあった市で保

険料を納付していたと述べるにとどまり、遡って保険料を納付したとする主

張は無い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5921 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年 10月から 55年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月から 55年３月まで 

    私は、昭和 46 年９月頃、区役所の職員から国民年金の加入を勧められた

ので国民年金の加入手続を行った。 

    国民年金保険料については、送られてきた納付書により、郵便局又は区

役所で納付していたと思う。 

    昭和 55 年４月から 62 年３月までの期間が国民年金保険料の納付を免除

された期間となっているのは、子供たちにお金がかかるようになっていた

からだと思うが、申立期間の保険料は、納付書により納付していたはずな

ので未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を含む昭和 46 年４月から 55 年３月までの国民年金保

険料の納付について、納付書により納付していたと述べているが、申立人が

所持している保険料の領収書によると、加入手続直後から 51 年９月までの期

間は、集金人により保険料が徴収されていることが確認でき、申立期間の保

険料の納付に係る申立人の記憶が曖昧であることに加え、申立人が一緒に国

民年金に加入し、保険料を納付していたとする前夫は、婚姻期間中国民年金

に加入していない。 

   また、申立人は、遡って国民年金保険料を納付したことはなく、納付書が

送付されてくると１期ごとに納付したと述べているが、特殊台帳には、昭和

51 年度及び 54 年度の摘要欄に過年度納付書が発行された記載があり、申立

人が主張する納付方法と齟齬
そ ご

がみられる。 

   さらに、申立人は、「昭和 47 年頃から現在まで同じ会社に勤務しており、

経済的に困ることはなかった。」と述べる一方で、「収入が少なかったので、



 

  

県民税は納付していない。」とも述べているほか、申立期間の直後である昭

和 55 年４月からは国民年金保険料の免除期間とされているなど、申立人が申

立期間当時、保険料を納付できる経済状況であったかの確認が困難である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5922 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年７月から 61 年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月から 61年３月まで 

    私が会社を退職した昭和 52 年７月頃に、父親が、市役所で私の国民年金

の加入手続を行い、付加年金の加入の申出も併せて行ってくれたと思う。

その後、私が結婚するまで、母親が、私及び母親の二人分の定額保険料と

付加保険料を一緒に納付してくれた。 

    私が結婚した昭和 53 年 10 月に、父親が、市役所で私の国民年金に関す

る各種変更手続を行ってくれた。その後は、第３号被保険者になるまでの

間、私が、定額保険料及び付加保険料を一緒に納付しており、付加保険料

が 400円ぐらいであったことを憶
おぼ

えている。 

    申立期間が付加年金の未加入期間とされ、申立期間の付加保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した昭和 52 年７月頃に、その父親が、市役所で申立

人の国民年金の加入手続を行い、付加年金の加入の申出も併せて行ってくれ

た、また、申立人が結婚した 53 年 10 月に、その父親が、市役所で申立人の

国民年金に関する各種変更手続を行ってくれたと主張しているが、申立人自

身は、国民年金の加入手続、付加年金の加入の申出及び結婚に伴う各種変更

手続に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとする

その父親は、既に他界していることから申立期間当時の付加年金の加入状況

は不明である。 

   また、申立人の特殊台帳及び被保険者名簿には、申立人が申立期間当時、

付加年金に加入していた旨の記載が無い上、オンライン記録でも、申立人が

申立期間当時、付加年金に加入していた形跡は見当たらないことから、申立



 

  

期間は付加年金の未加入期間で、付加保険料を納付することができない期間

である。 

   さらに、申立人は、その母親が、申立期間のうち、昭和 52 年７月から 53

年９月までの申立人及びその母親の二人分の定額保険料と付加保険料を一緒

に納付してくれたと主張しているが、申立人自身は、定額保険料及び付加保

険料の納付に直接関与しておらず、申立人の定額保険料及び付加保険料を納

付していたとするその母親から直接事情を聴取することができないことから、

当該期間当時の付加保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立人は、結婚した昭和 53 年 10 月から第３号被保険者となる前

月の 61 年３月までは、申立人が定額保険料及び付加保険料を一緒に納付して

いたと主張しているが、定額保険料及び付加保険料を一緒に納付しておきな

がら、定額保険料だけが納付済みとされ、付加保険料のみが未納となること

は考えにくい。 

   その上、申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、源泉徴収税票等）が無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から６年３月まで 

    私は、自宅に届いた国民年金の加入を促す書類を見て、平成３年頃、区

役所で国民年金の加入手続を行ったと思う。 

    国民年金保険料については、私が、自宅近くの郵便局で、納付書に現金

を添えて定期的に納付していたが、納付することができず、納付期限を過

ぎてしまった保険料について、２回ほど納付を促す督促状が届いたので、

その分も納付書に現金を添えて納付した。 

    私は、申立期間の国民年金保険料を納付したにもかかわらず、未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、定期的に納付していた

が、納付期限を過ぎてしまった保険料について、２回ほど納付を促す督促状

が届いたので、その分も納付したと述べている。しかし、申立人は、その督

促を受けた時期、その保険料を納付した時期及びその納付期間を憶
おぼ

えておら

ず、当該期間の最後の頃の保険料をまとめて納付したと述べているものの、

その保険料の納付時期及びその納付期間の記憶は無いとしているなど、保険

料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料をほぼ定期的に納付したと述

べており、当該期間の保険料を納付するには、３年の間、数回から数十回に

わたって郵便局において納付することになるが、その全ての納付記録が記録

漏れとなることは考え難い上、申立人の所持する年金手帳、申立人が当該期

間当時居住していた区の国民年金被保険者名簿などからも、申立人が当該期

間の保険料を納付していたとするまでの事情がうかがえない。 



 

  

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年４月から 10 年５月までの付加保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10年５月まで 

    私は、平成９年４月に転居した。その前までは、母親が、私の国民年金

保険料を、付加保険料を含めて納付していた。 

    転居後に住んでいた町及びその後に、再度居住していた区では、私が付

加保険料を含めて、国民年金保険料を納付していたことを確認せずに、転

入の手続がなされた。 

    それまでの間、付加保険料を含めて、国民年金保険料を納付していたに

もかかわらず、最初に転居した際に、付加保険料を納付するとした申出が、

自動的に解除され、付加保険料を納付する機会が奪われたことに納得でき

ないため、申立期間の付加保険料を納付することができる機会を与えてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、最初に転居する前に居住していた区では、付加保険料を含めた

国民年金保険料を納付していたとしており、オンライン記録においても、申

立人の主張どおり、申立期間直前の平成５年５月から９年３月までは、付加

保険料を含めた国民年金保険料が納付されている。しかし、申立人から提出

があった同年７月及び同年９月から 10 年５月までの期間の国民年金保険料の

「納付書・領収書」及び「国民年金保険料口座振替納付済通知書」には、領

収印があるものの、その金額欄には、定額保険料のみの金額が記載され、付

加保険料の金額は記載されておらず、オンライン記録においても、申立期間

については、定額保険料のみが納付されていることに加え、申立人自身も、

当該期間については、付加保険料を納付していないことを認めている。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

   なお、申立人は、申立期間の付加保険料を納付することができなかったの

は、申立人が当該期間当時居住していた町及び区における転居の際の事務処

理に遺漏があったことによるものであるとして、当該期間の付加保険料につ

いて、納付の機会を付与するよう求めているが、年金記録確認第三者委員会

は、保険料の納付の有無について検討し、年金記録の訂正の要否を判断する

ものであり、保険料の納付に関する法律の規定又は運用の当否を審議する機

関ではない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年３月から 61年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年３月から 61年 12月まで 

    私が 20 歳になった昭和 45 年＊月頃、私の母親が、国民年金の加入手続

を行い、その後、母親からオレンジ色の年金手帳を受け取った。国民年金

の加入手続については、私自身は行っておらず、母親も高齢のため詳細は

分からないが、国民年金保険料については、当時、店に出入りしていた金

融機関の集金人に１年分を前納で納付していた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に

ついて、申立人自身は直接関与しておらず、国民年金の加入手続等を行った

とするその母親からは高齢で証言が得られないため、当該期間当時の国民年

金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人は 20 歳になった昭和 45 年＊月頃にその母親が国民年金の加

入手続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番

号が付与された被保険者の被保険者資格記録から、申立人の国民年金の加入

手続時期は、63 年 12 月又は平成元年１月と推認され、申立内容とは一致し

ない。 

   さらに、昭和 63 年 12 月又は平成元年１月の時点において、申立期間の大

半は、時効により国民年金保険料を納付することができない期間であり、当

該期間の保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れる必要があるが、その形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人は 20 歳以降、申立期間を通じて、同一市内に居住しており、

同一の行政機関が 202 か月という長期間にわたり記録管理を続けて誤ること



 

  

は考え難い。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年８月から 48年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月から 48年 10月まで 

    私は、申立期間当時は大学生だったので、国民年金の加入手続や国民年

金保険料の納付は、両親が行ってくれたと思う。ねんきん特別便かねんき

ん定期便が届いたときに、申立期間の年金記録について電話で問い合わせ

た際にも、「（保険料を）払っている。」旨の回答があったと記憶してい

る。申立期間が国民年金の未加入期間で、保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その両親が申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付していたと主張しているが、申立人は国民年金の加入手続及び保険

料の納付に直接関与していないことから、申立人の国民年金の加入状況及び

保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、申立期間当時は大学生であったと述べており、申立期間

当時、大学生は任意加入である上、申立人の兄弟についても、20 歳から厚生

年金保険の被保険者になるまでの期間は国民年金の未加入期間とされている

ことからすると、申立人の両親が、申立人だけを国民年金に任意加入させ、

かつ国民年金保険料を納付していたとは考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年 12月から 42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月から 42年３月まで 

    私は、昭和 41 年頃に、当時住んでいた実家へ来た集金人に勧められたた

め、その場で国民年金の加入手続を行った。その際、私は、20 歳になった

39 年＊月から加入手続時までの国民年金保険料を遡ってまとめて集金人に

納付したと思う。その後の保険料については、私が、自宅へ来た集金人に

納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年頃に、当時住んでいた実家へ来た集金人に勧められた

ため、その場で国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国

民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者

資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、43 年 10 月

頃であると推認できることから、国民年金の加入手続時期についての申立人

の主張と一致しない上、申立人の手帳記号番号は、同年 12 月頃に払い出され

ていることが確認でき、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を

通じて、同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続を行った際に、20 歳になった昭和 39

年＊月から加入手続時までの国民年金保険料を遡ってまとめて集金人に納付

し、その後の保険料についても、自宅へ来た集金人に納付していたはずであ

ると主張しているが、ⅰ）申立人は、保険料を遡ってまとめて納付した期間

及び納付金額について、具体的に憶
おぼ

えていないこと、ⅱ）申立人は、保険料

を遡ってまとめて納付したのは一度だけであるとしていること、ⅲ）申立期



 

  

間後の 43 年４月から同年９月までの保険料は、44 年１月に納付されている

ことが、申立人の特殊台帳により確認できることから、申立人が集金人に遡

ってまとめて納付したのは、当該期間の保険料であったと考えるのが自然で

あり、申立人が申立期間の保険料を納付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年６月から 15 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年６月から 15年１月まで 

    私は、会社を退職したため、平成 14 年６月頃に、区役所で国民年金又は

国民健康保険の加入手続を行った。最初の分の国民年金保険料又は国民健

康保険料については、私が、区役所で納付し、その後は、口座振替により

毎月納付していたはずである。申立期間が未加入とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職したため、平成 14 年６月頃に、区役所で国民年金又

は国民健康保険の加入手続を行ったと主張しているが、申立人は、その当時

に、国民年金に加入したことについての明確な記憶が無い上、申立人の国民

年金の被保険者資格取得時期は、18 年７月であることが、オンライン記録に

より確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年金保

険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人は、最初の分の国民年金保険料又は国民健康保険料について

は、区役所で納付し、その後は、口座振替により毎月納付していたはずであ

ると主張しているが、申立期間は、国民年金保険料の収納事務が国へ一元化

された平成 14 年４月以降の期間であり、保険料を区役所で納付することはで

きない期間である上、申立人が口座振替により保険料を納付していたとする

申立人の口座の取引履歴から、申立期間当時、国民健康保険料は、口座振替

により納付されていることが確認できるものの、国民年金保険料は、口座振

替により納付されていないことが確認できる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年２月から３年２月までの国民年金保険料については、付

加保険料を含めて納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年２月から３年２月まで 

    私が 60 歳になった平成元年＊月頃に、夫が、区役所で私の国民年金の任

意加入手続を行い、付加年金の加入の申出も併せて行ってくれたと思う。 

    その後、私又は夫が、私の定額保険料及び付加保険料を納付していたと

思う。 

    申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、60 歳になった平成元年＊月頃に、その夫が、申立人の国民年金

の任意加入手続を行い、付加年金の加入の申出も併せて行ってくれたと思う

と主張しているが、ⅰ）申立人の国民年金の任意加入手続等を行ったとする

その夫は、加入手続時に、申立人の年金手帳を持参した記憶は無いと述べて

おり、その年金手帳には、申立期間当時に国民年金に加入していた旨の記載

が無いこと、ⅱ）申立人は、３年３月に再交付された別の年金手帳を所持し

ており、その手帳には、同年同月に、申立人が国民年金の任意加入被保険者

資格を取得し、付加年金に加入した旨の記載があることから、申立人の国民

年金の任意加入手続及び付加年金の加入の申出は、同年同月に行われたもの

と考えるのが合理的である。 

   また、上記のとおり、申立人が国民年金の任意加入被保険者資格を取得し

たのは、平成３年３月であることが確認できる上、オンライン記録でも、申

立期間当時、申立人が、国民年金に加入していた形跡は見当たらないことか

ら、申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することが

できない期間である。 

   さらに、申立人は、申立人又はその夫が、申立期間の定額保険料及び付加



 

  

保険料を納付していたと主張しているが、申立人及びその夫は、申立期間の

定額保険料及び付加保険料の納付場所、納付金額等についての記憶が定かで

はないことから、申立期間当時の定額保険料及び付加保険料の納付状況は不

明である。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を付加保険料を含めて納付して

いたものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険（厚生年金保険を含む。）被保

険者として船員保険料（厚生年金保険料を含む。）を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年１月頃から 25 年４月頃まで 

             ② 昭和 31 年 10 月 15 日から 32 年２月 20 日まで 

             ③ 昭和 46 年９月 17 日から 47 年５月 15 日まで 

             ④ 昭和 48 年８月 10 日から同年 11 月 28 日まで 

    私は、申立期間①は、Ａ氏所有の船舶Ｂに乗っていた。 

    申立期間②は、Ｃ社に勤務していた。ただし、この期間は船に乗って

おらず、陸上で仕事をしていた。 

    申立期間③は、Ｄ社所有の船舶Ｅに乗っていた。 

    申立期間④は、Ｆ氏所有の船舶Ｇに乗っていた。 

    ところが、船員保険の記録では、申立期間①、②及び④については、

被保険者記録が全く無く、申立期間③については、昭和 46 年９月 17 日

から乗船していたにもかかわらず、47 年５月 15 日に資格取得となって

おり、それ以前の被保険者記録が無い。 

    申立期間③及び④については、当時の船員手帳を持っているので、調

査の上、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は当時の同僚の氏名を記憶していない上、

船舶所有者Ａ氏の連絡先は不明であり、申立人の勤務実態について確認す

ることができない。 

   また、船舶所有者Ａ氏に係る船員保険被保険者名簿によると、同氏は、

昭和 25 年５月 27 日に船員保険の適用を受けており、申立期間①当時は、

船員保険の適用船舶所有者ではなかったことが確認できる。 



                      

  

   さらに、Ａ氏は、既に船員保険の適用船舶所有者ではなくなっており、

申立人に係る人事記録及び給与関係書類を確認することができない。 

   申立期間②について、申立人は、当時の同僚を記憶しておらず、申立人

の勤務実態について照会することができない。 

   また、Ｃ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間②に資格取

得した被保険者の中に申立人の名前は無く、整理番号に欠番は無い。 

   さらに、申立人は、当該期間について、「船に乗っておらず、陸上で作

業をしていた。」と供述していることから、Ｃ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿を調査したが、当該期間に資格取得している被保険者の

中に申立人の名前は無く、整理番号に欠番は無い。 

   加えて、Ｃ社の後継事業所であるＨ社は、「当時の資料は残っていな

い。」と回答しており、申立人に係る人事記録及び給与関係書類を確認す

ることができない。 

   申立期間③について、申立人が提出した船員手帳には、Ｄ社において昭

和 46 年９月に雇入れの記載が確認できる。 

   しかしながら、Ｄ社に係る船員保険被保険者名簿によると、同社は、昭

和 47 年５月 15 日に船員保険の適用事業所となっており、申立期間③につ

いては適用事業所ではなかったことが確認できる。 

   また、上記の船員手帳において確認できる船長について年金記録を調査

したところ、申立人と同様、昭和 47 年５月 15 日に被保険者資格を取得し

ており、申立期間③については被保険者となっていない。 

   さらに、上記の船員手帳の記載から、Ｄ社の所在地はＩ県であったこと

が確認できるところ、特別の地域に適用される法律において、「Ｉの厚生

年金保険法による被保険者であった期間は、当該被保険者の種別に応じ、

それぞれ当該種別に相当する厚生年金保険法による被保険者であった期間

とみなす。ただし、同立法による第三種被保険者であった期間は、船員保

険法による老齢、障害、脱退又は死亡に関する保険給付については、同法

第 17 条の規定による被保険者であった期間とみなす。」と規定されてい

る。このため、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を調査した

ところ、同社は昭和 46 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所となって

いるが、同日から 47 年５月 15 日までの期間に厚生年金保険被保険者資格

を取得している 18 名の中に申立人の名前は無い上、整理番号に欠番は無

いほか、当該期間に第三種被保険者となっている者もいない。 

   加えて、Ｄ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当

時の事業主の連絡先も不明であるため照会することができず、申立人に係

る人事記録及び給与関係書類を確認することができない。 

   申立期間④について、申立人が提出した船員手帳には、昭和 48 年８月

10 日に雇入れ、同年 11 月 28 日に雇止めの記載が確認できる。 



                      

  

   しかしながら、船舶所有者Ｆ氏に係る船員保険被保険者名簿において、

申立期間に資格取得した者の中に申立人の名前は無く、整理番号に欠番は

無い。 

   また、上記の船員手帳において、船舶Ｇの船長名の記載が確認できると

ころ、Ｆ氏に係る船員保険被保険者名簿において、同氏が船員保険の適用

船舶所有者となった昭和 38 年２月１日から申立期間④の後の 51 年６月１

日までの期間に資格取得した被保険者を調査したが、当該船長の名前は無

い。 

   さらに、Ｆ氏は、既に船員保険の適用船舶所有者ではなくなっており、

同氏の連絡先も不明であるため照会することができず、申立人に係る人事

記録及び給与関係書類を確認することはできない。 

   加えて、申立人は、申立期間①から④までについて、船員保険料（厚生

年金保険料を含む。）の控除を確認できる給与明細書等の資料を所持して

いない。 

   このほか、申立人の申立期間①から④までにおける船員保険料（厚生年

金保険料を含む。）の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険（厚生年金保険を含む。）被保険者として、申立期間①

から④までに係る船員保険料（厚生年金保険料を含む。）を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年 11 月 11 日から 63 年７月 20 日

までの期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年７月 20 日から平成４年

10 月１日までの期間及び５年２月１日から同年８月１日までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年 11 月 11 日から 63 年７月 20 日まで 

             ② 昭和 63年７月 20日から平成４年 10月１日まで 

             ③ 平成５年２月１日から同年８月１日まで 

    私は、申立期間①は、実兄が経営するＡ社にＢ職として勤務していた

が、厚生年金保険の記録では、当該期間の被保険者記録が無いので、当

該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    また、Ｃ社に勤務していた期間のうち、申立期間②及び③について、

標準報酬月額の記録が支給されていた給与に見合う額になっていない。

標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、複数の同僚の証言及びＡ社の商業登記簿謄本並び

に申立人から提出された名刺により、申立人が当該期間において同社に勤

務していたことは認められる。 

   しかしながら、Ａ社の事業主、経理責任者及び経理担当者も既に死亡し

ているため、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

   また、申立人がＡ社からの給与の振込先であったとする銀行から提出さ

れた銀行取引明細証明書によると、申立人の口座への給与振込は、当該期



                      

  

間において同社からの振込ではなく、関連会社のＤ社からであることが確

認できるところ、オンライン記録から、同社は、平成６年５月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、当該期間は適用事業所とはなってい

ないことが確認できる。 

   さらに、Ｄ社の元事業主は、「当時の資料は残されておらず、当該期間

における同社による申立人への給与支給及び保険料控除については不

明。」と回答していることから、申立人の当該期間における同社による厚

生年金保険料の控除を確認することができない。 

   加えて、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間②について、上記の銀行取引明細証明書から、当該期間のうち、

昭和 63 年９月から平成元年７月までについては、Ｃ社からの振込額がオ

ンライン記録の標準報酬月額を上回っていることが確認できる。 

   しかしながら、Ｅ厚生年金基金から提出された申立人に係る加入員台帳

によると、当該期間を含めＣ社に勤務していた期間については、同基金の

標準給与月額とオンライン記録の標準報酬月額は一致していることが確認

できる。 

   また、申立人は、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に

見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認

できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   申立期間③について、申立人が提出した給与明細表の厚生年金保険料の

控除額から計算した当該期間における標準報酬月額及びＥ厚生年金基金の

加入員台帳の標準給与月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致して

いることが確認できる。 

   なお、Ｃ社が加入していたＦ健康保険組合及びＣ社の社会保険の事務を

受託していたＧ労務協会は、「申立人の申立期間②及び③当時の資料は保

管していない。」と回答していることから、申立人の申立期間②及び③に

おける報酬月額及び保険料控除額を確認することができない。 

   このほか、申立期間②及び③について、申立人の主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料の控除に係る事実を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



                      

  

申立期間②及び③について、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年６月１日から 20 年９月１日まで 

    厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間の標準時報酬

月額が、実際に支給されていた給与額より低く記録されているため、調

査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に支給された給与額は、月額 27 万円以上であるた

め、当該期間の標準報酬月額はオンライン記録における標準報酬月額より

も高額になるはずであると述べている。 

   しかし、Ａ社が届け出た健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び

健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届により、申立人の同社における

厚生年金保険被保険者資格取得日及び同資格喪失日の申立人の標準報酬月

額は 24 万円であることが確認できる上、オンライン記録とも一致してお

り、遡って標準報酬月額の訂正処理が行われた形跡もうかがえない。 

   また、税務署から提供された申立人の平成 19 年分及び 20 年分確定申告

書の社会保険料控除欄には、控除保険料額の記載があるものの、申立人が

上記の確定申告に際し添付したＡ社の 19 年分源泉徴収票及び 20 年分給与

支払報告書には、社会保険料等の金額欄に控除保険料の額の記載は無く、

申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できない。 

   このほか、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持

しておらず、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる



                      

  

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月１日から 60 年１月１日まで 

    夫は、昭和 58 年８月 31 日にＡ社（現在は、Ｂ社）を退職後、同年９

月１日にＡ社の子会社として設立したＣ社の代表取締役に就任したが、

59 年 12 月 31 日に同社を解散し、60 年１月１日に設立したＤ社の代表

取締役として勤務した。 

    しかしながら、厚生年金保険の記録によると、Ｃ社に勤務した当初の、

昭和 58 年９月１日から 59 年４月１日まではＡ社での被保険者となって

いるため、同年４月１日から 60 年１月１日までの期間をＣ社における

被保険者期間として記録の訂正をしてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年８月 31 日にＡ社を退職し、同年９月１日にＣ社を

設立して代表取締役に就任したところ、同年９月１日から 59 年４月１日

まではＡ社での被保険者となっているため、同年４月１日から 60 年１月

１日まではＣ社における厚生年金保険被保険者であったと主張している。 

しかしながら、Ｃ社が所在した地域を管轄する法務局には、同社が設立

された事実を確認できる商業登記の記録は確認できず、社会保険事務所

（当時）の記録においても同社が厚生年金保険の適用事業所となった事実

を確認することができない。 

   また、Ｂ社人事総務部は、「申立期間当時の資料が無いため、Ｃ社がＡ

社の子会社として昭和 58 年９月１日に設立されたこと、及び申立人が同

社の代表取締役であったことを確認できない。」と回答しているほか、Ｄ



                      

  

社設立時の複数の同僚も、60 年１月１日以前にＣ社が存在していたこと

を記憶している者は無く、申立人の同社における勤務実態を確認すること

ができない。 

   さらに、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年２月７日から同年３月１日まで 

             ② 昭和 56 年４月 26 日から同年６月頃まで 

             ③ 昭和 57 年２月７日から同年 10 月１日まで 

             ④ 昭和 63 年８月６日から平成元年 12 月頃まで 

    私は、昭和 53 年 10 月 27 日から 54 年２月 28 日までＡ社に勤務した

が、申立期間①の厚生年金保険の被保険者記録が無い。56 年１月 15 日

から同年６月頃までＢ社に勤務したが、申立期間②の厚生年金保険の被

保険者記録が無い。同年 12 月 21 日から 57 年９月 30 日までＣ社に勤務

したが、申立期間③の厚生年金保険の被保険者記録が無い。62 年 11 月

１日から平成元年 12 月頃までＤ社に勤務したが、申立期間④の厚生年

金保険の被保険者記録が無い。申立期間を、厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社に昭和 54 年２月 28 日まで勤務し

たと主張している。 

   しかしながら、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における離職日

は昭和 54 年２月６日となっており、離職に伴い離職票が交付されている

ことが確認できる上、厚生年金保険の被保険者記録と一致していることが

確認できる。 

   また、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、Ａ社の被保険者

記録があり、連絡先が判明した同僚に照会を行ったが、申立人の当該期間

における勤務実態に関する証言を得ることができない。 

   さらに、申立人は、当該期間において厚生年金保険料を事業主により給



                      

  

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   申立期間②について、雇用保険の加入記録から、昭和 56 年１月 15 日か

ら同年５月１日までの期間、申立人がＢ社に勤務していたことが確認でき

る。 

   しかしながら、申立期間②のうち、昭和 56 年５月２日から同年６月頃

までの期間について、雇用保険の加入記録は確認できない。 

   また、Ｂ社の代表取締役に照会を行ったが回答が無いため、申立人の勤

務期間及び保険料控除についての証言を得ることができない。 

   さらに、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、Ｂ社の被保険

者記録があり、連絡先が判明した同僚に照会を行ったが、申立人の勤務期

間及び保険料控除に関する証言を得ることができない。 

   加えて、申立人は、当該期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   申立期間③について、申立人は、Ｃ社に昭和 57 年９月 30 日まで勤務し

たと主張している。 

   しかしながら、雇用保険の記録によると、申立人のＣ社における離職日

は昭和 57 年２月６日となっており、厚生年金保険の被保険者記録と一致

していることが確認できる。 

   また、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、Ｃ社の被保険者

記録があり、連絡先が判明した同僚に照会を行ったが、申立人の勤務実態

に関する証言を得ることができない。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人の妻は、申立期間③のうち、

昭和 57 年４月から同年９月までの期間において、国民年金保険料の申請

免除期間となっていることが確認できる。 

   加えて、申立人は、当該期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   申立期間④について、雇用保険の加入記録から、当該期間において、申

立人がＤ社に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、Ｄ社の被保険者記録があり、連絡先が判明した同僚に照

会を行ったが、申立人の勤務期間及び保険料控除に関する証言を得ること

ができない。 

   また、上記同僚は、「申立人は、一度辞めて再度入社したと思う。」と

述べているところ、Ｄ社は、「当時の資料は無いが、申立人は一度辞めて

再度入社した取扱いになっているのではないか。再度入社した時は、正社

員ではなかったため、厚生年金保険には、加入させていなかったのではな



                      

  

いか。」と回答している。 

   さらに、申立人は、「Ｄ社に勤務していた時、長期で休んだことがある

かもしれない。そのときに、保険を脱退させられてしまったかもしれな

い。」と述べている。 

   加えて、申立人は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間①から④までに係る厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間①から④までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6256 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年１月 18 日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 19 年１月 18 日付けでＡ社（現在は、Ｆ社）Ｂ工場に入社

し、同年６月１日に同社Ｃ工場に異動するまで勤務していたが、申立期

間が厚生年金保険の被保険者期間となっていないので、厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が所持する辞令から、申立人が、昭和 19 年

１月 18 日付けで、Ａ社Ｂ工場に入社したことが確認できる。 

   しかし、申立期間は、労働者年金保険法の適用期間であり、同法は工場

や鉱山で働く男性の筋肉労働者のみを対象としていたところ、申立人は、

Ａ社における業務について「当時、同社ではＤ職とＥ職に分かれており、

私はＤ職を管理するＥ職として勤務していたので、いわゆる筋肉労働者で

はなかった。」と供述している。 

   また、申立人は一緒に勤務していた同僚について一切記憶していないこ

とから、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申

立期間当時に被保険者記録があり、住所の判明した 18 名に照会したもの

の、申立人の申立期間における保険料の控除をうかがうことのできる供述

を得ることができなかった。 

   さらに、上記の者のうち、職種について回答があった９名は自らの職種

をＤ職であったと回答していることから、これらの者は申立人と異なり、

申立期間当時は労働者年金保険法の適用対象者であったことがうかがえる。 

   加えて、Ｆ社は、当時の資料が無いため、申立期間における厚生年金保

険の被保険者については一切不明であると回答している上、このほか、申



                      

  

立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6257（事案 5016 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年１月 20 日から 26 年７月１日まで 

             ② 昭和 27 年９月１日から 28 年 11 月１日まで 

    私は、Ａ事業所にＢ職として、昭和 24 年 12 月から 32 年 10 月まで継

続して勤務していたが、申立期間①が被保険者期間となっていない。 

    今回、改めて当時の複数の同僚の名前をフルネームで思い出したこと

から、再度、調査をして、申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

    また、申立期間②においても、Ａ事業所に継続して勤務していたにも

かかわらず、厚生年金保険の記録によると、昭和 27 年９月１日にＣ事

業所で被保険者資格を喪失し、28 年 11 月１日にＤ事業所で同資格を取

得したことになっており、申立期間②の被保険者記録が欠落している。 

    調査の上、申立期間②を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①に係る申立てについては、複数の同僚の供述から、申立人が

当該期間においてＡ事業所に勤務していたことは推認できるものの、申立

人が名前を挙げた同僚のうち複数の者については、同事業所を管轄するＥ

渉外労務管理事務所で被保険者資格を喪失後、Ａ事業所を管理することに

なったＣ事業所で同資格を取得するまでの間に、被保険者期間が欠落して

いることが確認できる上、そのほかに申立てに係る事実を確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づく平

成 23 年１月 26 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

   申立期間①について、申立人は、新たな情報として、当時の複数の同僚



                      

  

の名前を挙げているが、当該同僚の年金記録を調査したところ、多くの同

僚について年金記録が確認できたものの、いずれも申立人と同様、Ｅ渉外

労務管理事務所で被保険者資格を喪失後、Ｃ事業所で同資格を取得するま

での期間が被保険者期間となっていない。 

   これらは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

   申立期間②について、申立人は、当該期間も引き続きＡ事業所に勤務し

ていたと主張しているが、オンライン記録において、同事業所を管理する

Ｃ事業所は昭和 27 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、当該期間は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ｄ事業所（Ｃ事業所からＤ事業所へ名称変更）に係る健康保険厚

生年金保険事業所別被保険者名簿において、申立人は昭和 27 年９月１日

に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   しかしながら、上記被保険者名簿から、Ｄ事業所は、昭和 27 年７月１

日に健康保険のみに加入する任意包括適用事業所となった後、28 年 11 月

１日に厚生年金保険の適用事業所となったことが確認できるところ、オン

ライン記録において、申立人は同事業所が厚生年金保険の適用事業所とな

った日に厚生年金保険の被保険者となっていることが確認できる。 

   また、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6258 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年８月１日から 33 年２月１日まで 

             ② 昭和 33 年５月 10 日から 36 年９月１日まで 

    私は、昭和 26 年５月４日にＡ社に入社し、29 年９月 23 日まで勤務

した後、脱退手当金を請求し受給したが、平成 20 年頃に年金記録を確

認したところ、Ｂ社に勤務した 32 年８月１日から 33 年１月 31 日まで

の期間とＣ社に勤務した 33 年５月 10 日から 36 年８月 31 日までの期間

が脱退手当金として支給済みになっていることが分かった。 

    しかし、最初に勤務したＡ社の期間については、確かに脱退手当金を

請求し受給したが、申立期間については請求した覚えはないので、調査

し、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されていたＢ社及びＣ

社に係る申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、Ｃ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示とともに「S36.12.25」という押印が確認で

きる上、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後

の昭和 37 年１月 26 日に支給決定されているなど一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

   また、申立人はＡ社に係る脱退手当金を受給していることを認めている

上、Ｃ社における被保険者資格を昭和 36 年９月１日に喪失後、51 年８月

21 日に至るまで厚生年金保険への加入歴が無いことを踏まえると、申立

人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手



                      

  

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6259 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年８月 25 日から 29 年８月 25 日まで 

             ② 昭和 58 年 11 月 19 日から 59 年 11 月 19 日まで 

    私は、昭和 28 年６月１日から 29 年８月 24 日までＡ社で勤務し、そ

の後、58 年 10 月１日から 59 年 11 月 18 日までＢ社で勤務していた。

勤務期間と厚生年金保険の被保険者期間が違うと思うので、調査の上、

申立期間の厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 28 年６月１日から 29 年８月 24

日までＡ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ社は、「申立期間当時の資料が無いため不明。」と回答して

いることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控

除について確認することができない。 

   また、申立人が上司として名前を挙げた者は、Ａ社に係る健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿において、その氏名が見当たらない上、申

立人は、そのほかの元社員の氏名を覚えていないことから、上記被保険者

名簿において申立期間①に同社の被保険者であることが確認できる元社員

に文書照会したところ、回答のあった４人は、「申立人を知らない。」と

回答しており、申立人が当該期間において、継続して同社に勤務していた

ことを確認できない。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び申

立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人は、同

社の厚生年金保険被保険者資格を昭和 28 年６月１日に取得し、同資格を

同年８月 25 日に喪失していることが確認でき、オンライン記録と一致し



                      

  

ている。 

   申立期間②について、申立人は、昭和 58 年 10 月１日から 59 年 11 月

18 日までＢ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、申立人は同僚の氏名を覚えていないことから、オンライン記録

において、申立期間②にＢ社の厚生年金保険被保険者であることが確認で

きる元社員に文書照会したところ、回答のあった７人は「申立人を知らな

い。」と回答しており、申立人が当該期間において、継続して同社に勤務

していたことを確認できない。 

   また、Ｂ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認

通知書によると、申立人は、昭和 58 年 11 月 19 日に厚生年金保険被保険

者資格を喪失し、健康保険被保険者証を添付して届け出ていることが確認

できる上、同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿におい

ても、申立人は、同日に同社の厚生年金保険被保険者資格を喪失している

ことが確認でき、いずれもオンライン記録と一致している。 

   このほか、申立人は、申立期間①及び②における厚生年金保険料が給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6260 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年４月 21 日から 31 年 10 月 21 日まで 

    平成 22 年に通知された被保険者記録照会において申立期間の記録が

無いことから調査してもらったところ、申立期間は脱退手当金として支

給済みであるという回答だった。 

    脱退手当金の手続をした記憶も、お金を受け取った記憶も無いことか

ら、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申

立人が記載されているページとその前後 10 ページに記載されている女性

のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 31 年 10 月

21 日の前後１年以内に資格喪失し、脱退手当金の受給要件を満たす 10 名

について脱退手当金の支給記録を調査したところ、５名に脱退手当金の支

給記録が確認でき、全員が資格喪失日から２か月以内に脱退手当金の支給

決定がなされていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づ

き事業主による代理請求がなされた可能性が高いと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 31 年 11

月 16 日に支給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳にも脱退

手当金が支給されたことが記載されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6261 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年７月１日から平成元年４月１日まで 

    私は、昭和 58 年７月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、平成元

年３月 31 日まで勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者

記録が無いのは納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社において昭和 58 年７月１日から平成元年３月 31 日まで

勤務していたと述べている。 

   しかしながら、雇用保険の加入記録によると、申立人のＡ社における離

職日は、昭和 61 年６月 30 日となっている。 

   また、申立人のＣ健康保険組合におけるＡ社に係る健康保険の加入記録

によると、申立人は、昭和 58 年７月１日に被保険者資格を取得し、61 年

７月１日に同資格を喪失、同年７月１日から 63 年７月１日までの期間は、

健康保険の任意継続被保険者であったことが確認できる。 

   さらに、国民健康保険の加入記録によると、申立人は、昭和 63 年７月

１日から現在まで加入していることが確認できる。 

   加えて、複数の同僚は、「申立人は、Ｄ事業所を退職した後３年間をめ

どに採用されたが、３年経過後は嘱託又は顧問のような肩書に変わり、勤

務形態も変更になったと思う。」と述べている。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6262 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年 10 月１日から 33 年 10 月 21 日まで 

    私は、昭和 30 年 10 月１日から 33 年 10 月 20 日まで、Ａ社の販売会

社であったＢ社（現在は、Ｃ社）でＤ社員として勤務していた。退職後

結婚するまではＥ県の実家に戻って家事手伝いをしていたが、厚生年金

保険はいずれ継続するつもりであったし、社会保険事務所（当時）の所

在地なども知らなかったので、脱退手当金を請求するはずはない。調査

して申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額及び支給月数に計算上の誤りは無く、

事務処理に不自然さはうかがえない上、申立てに係るＢ社において脱退手

当金の支給記録のある同僚は、同社の退職時に営業所長から脱退手当金に

ついての説明を聞き、裁定請求のための書類が送られてきて、それに記入

して返送することにより脱退手当金の請求を行った旨の回答をしており、

当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についても

その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が考えられる。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6263 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年８月１日から同年 11 月 11 日まで 

    平成 22 年 10 月頃、日本年金機構から脱退手当金に関するはがきが自

宅に届き、Ａ社からＢ社までの６回の被保険者期間について脱退手当金

が支給された記録になっていることを知った。私が脱退手当金を受け取

ったのはＡ社からＣ社までの５回の被保険者期間であり、Ｂ社に勤務し

ていた期間の脱退手当金は受け取っていない。Ｃ社を退職した後に、脱

退手当金を受け取り、家具を購入した記憶がある。 

    調査の上、Ｂ社に勤務していた期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が受給を認めている５回の被保険者期間とＢ社に係る申立期間は、

オンライン記録上、合算して脱退手当金が支給されている。 

   また、申立人が受給を認めている期間の最終事業所に当たるＣ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、同社を最終事業所とする脱退手

当金の支給記録のある全ての者に｢脱｣の表示が記されているが、申立人に

は当該表示が無く、一方、申立期間のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する｢脱｣の表示が

記されていることから、申立人に係る脱退手当金は、申立人が受給を認め

ている５回の被保険者期間のほか、Ｂ社に係る申立期間も併せて支給され

たものと考えられる。 

   さらに、申立期間とそれ以前の申立人が受給を認めている期間を基礎と

した脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6264 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 11 月 26 日から 36 年３月 29 日まで 

    被保険者記録照会において申立期間の記録が無いことから調査しても

らったところ、申立期間は脱退手当金として支給済みであるという回答

だった。 

    脱退手当金の手続をした記憶も、お金を受け取った記憶も無いので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申

立人が記載されているページとその前後 10 ページに記載されている女性

のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 36 年３月

29 日の前後２年以内に資格喪失し、脱退手当金の受給要件を満たす者 10

名について脱退手当金の支給記録を調査したところ、５名に脱退手当金の

支給記録が確認できる上、このうち複数の者が、事業所が請求手続を行っ

ていたと供述しており、申立人についてもその委任に基づき事業主による

代理請求がなされた可能性が高いと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 36 年６

月 30 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6265 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年２月１日から 45 年２月 13 日まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務した期間については脱退手

当金として支給されたことになっているが、受給した記憶が無い。 

    調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務したＡ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、脱退手当金の支給を意味する「脱退」の表示が記されているとと

もに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約９か月後の昭和 45 年 11 月

２日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6266 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年３月 25 日から 36 年３月 21 日まで 

             ② 昭和 36 年３月 20 日から 38 年８月 21 日まで 

    平成 18 年１月頃、年金受給に係る申請のために社会保険事務所（当

時）に出向いた際、申立期間は脱退手当金として支給していると言われ

たが、脱退手当金の手続をした記憶及び金銭を受け取った記憶も無い。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の申立人が記載されているページとその前後 10 ページに記載されている

女性のうち、申立人の被保険者資格喪失日である昭和 38 年８月 21 日の前

後２年以内に資格喪失した者９名について脱退手当金の支給記録を確認し

たところ、８名に脱退手当金の支給記録があり、そのうち７名が資格喪失

日から約６か月以内に支給されている上、このうち１名が、「会社が代理

請求してくれた。」と供述をしていることを踏まえると、申立人について

もその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

   また、上記の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から

約４か月後の昭和 38 年 12 月 18 日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退



                      

  

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6267 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月６日から 44 年３月 16 日まで 

    平成 22 年５月に年金事務所において被保険者記録を確認した際、申

立期間は脱退手当金として支給済みであることを知ったが、私は脱退手

当金の請求手続も受け取ったことも無いので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所に係る、申立人が記載されている健康保険

厚生年金保険被保険者原票の前後 25 名の女性のうち、申立人の厚生年金

保険被保険者資格喪失日である昭和 44 年３月 16 日の前後２年以内に資格

喪失し、脱退手当金の受給要件を満たす７名について脱退手当金の支給記

録を調査したところ、６名に脱退手当金の支給記録が確認でき、うち３名

が資格喪失日から約６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、

上記６名のうち複数の者が、「会社が代理で脱退手当金を請求してくれ

た。」と供述をしていることを踏まえると、申立人についてもその委任に

基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立人の被保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味

する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約６か月後の昭和 44 年 10 月１日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6268 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年９月頃から 35 年９月１日まで 

    私は、昭和 31 年９月頃から 36 年８月 31 日までＡ社で勤務していた

が、厚生年金保険の記録によると、申立期間が厚生年金保険被保険者期

間となっていない。調査の上、申立期間について厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚証言及び申立人が入社時に携わったと述べている工事の発注

者が提出した「Ｂ工事（実施）設計書」から、期間は特定できないが申立

人がＡ社で勤務していたことがうかがえる。 

   しかし、Ａ社は「当時の資料を保管していない。」と回答している上、

申立人が、申立人の同社への入社を仲介したと記憶する元社員及び申立期

間当時の社会保険事務担当者も既に死亡していることから、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、Ａ社の別の元事務担当者は、「当時、同社では従業員全員を厚生

年金保険に加入させていたわけではなく、会社が厚生年金保険に加入させ

るのは、役付きの者と事務員であった。」と証言している。 

   さらに、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿から、申立人の手帳記号

番号払出日は、厚生年金保険被保険者資格の取得日とおおむね一致してい

る上、申立期間におけるＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料



                      

  

及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6269 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年２月１日から 31 年２月１日まで 

    Ａ社Ｂ工場に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険被保

険者記録が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ工場に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ社Ｂ工場は、昭和 31 年 10 月 31 日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっている上、商業登記簿謄本に記載されている同社の代表取

締役の連絡先も不明のため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年

金保険料控除について確認することができない。 

   また、申立人が同僚として名前を挙げた者及びＡ社Ｂ工場に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において同社Ｂ工場の被保険者であったこと

が確認できる者 12 人の計 13 人に文書照会を行ったが、このうち回答のあ

った８人からは、申立人が申立期間も引き続き、同社Ｂ工場に勤務してい

たこと、及び厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

をうかがわせる証言を得ることはできなかった。 

   このほか、申立人は、申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料が

給与から控除されたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6270 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年５月 12 日から 40 年２月 16 日まで 

    平成５年７月にＤ社会保険事務所（当時）で年金記録を確認した際、

脱退手当金を受給していることを知った。私は、Ａ社に勤務している時

に長女を出産し、昭和 44 年に育児のために退職した後、小額でも資金

を手元に置いておきたいと考え、同社の厚生年金保険被保険者期間に対

してのみ脱退手当金の請求をしたはずなのに、その前に勤務したＢ社Ｃ

営業所の被保険者期間も脱退手当金の受給期間に含まれていた。同社Ｃ

営業所に勤務した期間については、年金として受給するつもりでいたの

で脱退手当金として受給するはずがない。何度か社会保険事務所（当

時）に出向き、記録の訂正を求めたが門前払いであった。今回、日本年

金機構から脱退手当金についての確認のはがきが届いたので申し立てた。

調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社を退職する際、同社に係る被保険者期間について脱退手

当金の請求をしたが、その前に勤務したＢ社Ｃ営業所に係る被保険者期間

については脱退手当金の請求はしていないと述べているところ、Ａ社に係

る申立人の被保険者台帳記号番号とその前に勤務したＢ社Ｃ営業所に係る

申立人の被保険者台帳記号番号は、当初、異なる記号番号であったが、統

合時期は明らかでないものの、脱退手当金の請求に併せて、同一の記号番

号に統合されたと考えるのが自然であるとともに、申立人の脱退手当金は、

Ａ社及びＢ社Ｃ営業所の二つの厚生年金保険被保険者期間を基礎として計

算され、支給月数に誤りは無い上、Ａ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月後に支給決定されているほか、申立人の健康保険厚



                      

  

生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示

と事務処理をした管轄の社会保険事務所の名称が記されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、Ａ社の元同僚は、「当時、脱退手当金を受け取った方が得だと言

うことを様々な人が言っていたので、退職後、自分で請求して受給し

た。」と供述している。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6271 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年２月 15 日から 33 年８月６日まで 

             ② 昭和 35 年 12 月３日から 39 年１月 23 日まで 

    私は、昭和 29 年２月 15 日から 33 年８月５日まで、Ａ社（現在は、

Ｂ社）に勤務した。また、35 年 12 月３日から 39 年１月 22 日までは、

Ｃ県Ｄ地区にあったＥ社に勤務した。いずれの期間も脱退手当金を受給

したことになっているということであるが、受給した記憶は無いので、

調査して申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

申立人が記載されているページとその前後５ページに記載されている女性

被保険者 89 名のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失月である

昭和 33 年８月の前後２年以内に資格喪失し、同社で２年以上の被保険者

期間のある者の脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含む

38 名全員に脱退手当金の支給記録があり、申立人を含む 32 名が資格喪失

後６か月以内に支給決定されている上、上記同僚のうち経理担当者であっ

た１名は、「労務係が、退職者に脱退手当金の説明を行い、事業主が代理

請求をして、脱退手当金として支払われていた。」と述べており、労務係

であったほかの１名は、「上司が退職者に説明を行い、私はその指示によ

り書類作成や社会保険事務所（当時）への届出を行い、社会保険事務所か

ら通知があると脱退手当金を受け取りに行き、退職者に現金を渡したり、

時には送金を行ったりしていた。」と証言しているとともに、当時は通算

年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもその委任に

基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 



                      

  

   また、当該期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りが無く、申立人

に係る厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金の算定のために必要とな

る標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答

したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   申立期間②について、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されてい

るとともに、当該期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、事

業所を退職した１年 10 か月後の昭和 40 年 11 月 16 日に旧姓から新姓に氏

名変更されており、当該期間の脱退手当金が同年 10 月 25 日に支給決定さ

れていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われ

たと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人は、調査中にＥ社に係る厚生年金保険被保険者期間につ

いて、当時社会保険事務所に自ら出向き、請求手続を行ったことを思い出

したと述べており、申立人の意思に基づき脱退手当金を請求したと考えら

れる。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6272 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年９月 17 日から 37 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 37 年 11 月１日から 38 年５月１日まで 

             ③ 昭和 38 年５月１日から 47 年４月 11 日まで 

    私は、平成 22 年の秋頃に「脱退手当金を受け取られたかどうか」の

確認のはがきが届き、年金記録を調べたところ、申立期間に勤務した期

間については、既に脱退手当金として支給されていると聞き驚いた。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶も無ければ、受給した記憶も無い

ので納得できない。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の脱退手当金裁定請求書には、昭和 47 年８月９日に受理、同年

11 月 17 日支払済の押印が確認できる上、同事務所が保管する「通算老齢

年金制度の説明及び脱退手当金の請求意思の確認が記載されたリーフレッ

ト」の回答欄には、「脱退手当金を希望する」に丸印が付されており、申

立人の婚姻後の氏名及び押印が確認できる。 

   また、脱退手当金裁定伺に記載されている支給金額及び支給月数に計算

上の誤りは無いとともに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されてい

る上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6273 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年３月 18 日から 36 年１月 11 日まで 

    日本年金機構から脱退手当金についての確認のはがきが届き、Ａ社Ｂ

工場に勤務していた期間を脱退手当金として既に受け取っていることを

初めて知ったが、脱退手当金を受け取った記憶がないので申立てをした。

調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

申立人が記載されているページとその前６ページ及び後５ページに記載さ

れている女性 18 名のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日で

ある昭和 36 年１月 11 日の前後２年以内に資格喪失し、脱退手当金の受給

要件を満たしている女性被保険者３名（申立人を含む。）について脱退手

当金の支給記録を調査したところ、全ての者において脱退手当金の支給記

録が確認でき、全ての者が資格喪失日から３か月以内に脱退手当金の支給

決定がなされている上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえ

ると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされ

た可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約２か月後の昭和 36 年３月２日に支給決定されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6274（事案 2874 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月 28 日から同年７月 19 日まで 

    厚生年金保険の被保険者記録を調べたら、Ａ社及びＢ社の被保険者期

間について、脱退手当金を支給済みとなっていた。Ｂ社の被保険者期間

については脱退手当金を受給した記憶があるが、Ａ社については、受給

手続をしていないし、受給した記憶も無いので申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしいと第三者委員会に申立てを行ったが、

記録の訂正には至らないとの結果だった。しかし、Ａ社については、受

給手続をしていないし、受給した記憶も無い。新しい資料などは無いが、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が記載さ

れているページとその前後 10 ページに記載されている申立人と同様に同

社の被保険者期間のみでは脱退手当金の受給資格の無い女性は８名で、そ

の全ての者は同社における被保険者資格の喪失後に同社に勤務する前の被

保険者期間を含めた期間の脱退手当金の受給記録が確認でき、申立期間の

脱退手当金の支給時期が通算年金制度創設前であったことを勘案すると、

申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは考え難い上、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記されているとともに、厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約５か月後の昭和 34 年 12 月 15 日に支給決定されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。また、申立人は、申立期

間と合算して、脱退手当金が支給されたこととなっている申立期間より前

に勤務した期間については、脱退手当金を申立期間より前に受給したと主



                      

  

張しているが、申立期間より前に脱退手当金の支給記録は無いほか、申立

人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらないとして既に当委員会の決

定に基づく平成 22 年６月 11 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

   申立人は、新たな周辺事情は無いが、脱退手当金の手続を行った覚えは

無いし、受領した覚えも無いと主張しているが、これは委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

   ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対

するあっせんに当たっての基本方針」（平成 19 年７月 10 日総務大臣決

定）に基づき、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は、「申立

ての内容が、社会通念に照らし『明らかに不合理ではなく、一応確からし

いこと』」とされている。 

   脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたこと

になっているが申立人は脱退手当金を受け取っていないというものである。

脱退手当金が支給される場合は、所定の書面等による手続が必要とされて

いるが、本事案では保存期間が経過してこれらの書面等は現存していない。

それゆえ、脱退手当金の支給を直接証明づけられる資料が無い下で、年金

の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存しないか、

脱退手当金を受け取っていないことをうかがわせる事情が無いかなどいわ

ゆる周辺の事情から考慮して判断をしなければならない事案である。 

   本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な

矛盾は見当たらず、申立人は、申立期間と合算して、脱退手当金が支給さ

れたこととなっている申立期間より前に勤務した期間については、脱退手

当金を申立期間より前に受給したと主張しているが、申立期間より前に脱

退手当金の支給記録は無い上、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日

である昭和 34 年７月 19 日の前後２年以内に資格喪失した女性８名の脱退

手当金の支給記録を確認したところ、その全ての者について脱退手当金の

支給記録が確認でき、申立期間の脱退手当金の支給時期が通算年金制度創

設前であったこと、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の同

年 12 月 15 日に支給決定されていることなどから、むしろ脱退手当金が支

給されていることをうかがわせる周辺事情が存在し、一方で申立人が脱退

手当金を受け取っていないことをうかがわせる周辺事情が見当たらない。 

   したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないも

のと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6275 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年 11 月 10 日から 34 年３月１日まで 

             ② 昭和 34 年３月１日から 35 年８月 11 日まで 

    私は、65 歳になり国民年金の手続を行った際に、Ａ社に勤務してい

た期間の厚生年金保険を脱退していることを初めて知った。しかし、脱

退手当金を受け取った記憶は無いので、調査して申立期間を被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者証には脱退手当金の支給を意味する

「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給月数

に誤りは無い上、厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金の算定のため

に必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁

定庁へ回答したことが記載されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金は昭和 36 年６月 29 日に支給決定されている

ところ、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間が無ければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間の

事業所を退職後、厚生年金保険への加入履歴が無い申立人が脱退手当金を

受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年５月 16 日から 43 年４月１日まで 

             ② 昭和 45 年４月１日から 47 年９月１日まで 

    平成 19 年頃、夫の年金手続の際、私の年金記録も調べてもらったと

ころ、Ａ社及びＢ社に勤務した厚生年金保険被保険者期間については、

脱退手当金として支給済みであるということを知った。 

    申立期間の前に勤務していたＣ社の被保険者期間は脱退手当金が支給

されておらず、また、脱退手当金が支給されたとされている時期には転

居していたので、受け取った記憶も無い。 

    平成 22 年９月頃、日本年金機構から脱退手当金に関するはがきが届

き、申し立てることにした。 

    調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱

退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 48 年１月 24 日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6277 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年１月９日から 38 年５月 29 日まで 

    以前から、私の年金記録に、申立期間が抜けていることは知っていた

が、分からないままにしていたところ、平成 22 年９月頃、日本年金機

構から脱退手当金に関する確認はがきが自宅に届いた。脱退手当金を受

け取った記憶が無いので、申し立てることにした。 

    調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されて

いるとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、同僚で支給記録のある者は、「姉が結婚するのを契機に家事手伝

いをするために、会社を退職したがその際、経理担当者から『もう、勤め

ないのなら、手続します。』と言われ、脱退手当金を受け取ったと記憶し

ている。」と供述しており、事業主による代理請求も考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6278 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年３月 16 日から 43 年２月 11 日まで 

             ② 昭和 44 年５月１日から同年 12 月 28 日まで 

    Ａ社を退職してから５年以上たって脱退手当金が支給されたことにな

っているが、当時は脱退手当金という言葉も知らなかったし、受給した

記憶も無いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当

金の支給を意味する｢脱｣の表示が記されているとともに、脱退手当金の支

給額及び支給月数に計算上の誤りは無い。 

   また、申立期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の

氏名は、Ａ社を退職した約５年後の昭和 49 年 12 月に旧姓から新姓に氏名

変更されており、申立期間の脱退手当金が 50 年２月 18 日に支給決定され

ていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われた

と考えるのが自然である。 

   さらに、申立人から聴取しても申立期間の脱退手当金を受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6279 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月 19 日から 51 年 10 月１日まで 

    脱退手当金が支給されたとされる時期は海外に住んでおり、脱退手当

金は受け取っていないので、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業所別被保険者名簿の申立人の欄には脱退手当金が支給された

ことを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、同社の厚生年金保険被保険者の資格喪失日

から約４か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

   また、申立人は、Ａ社の退職時にはＢ国人と結婚し、同国に移住するこ

とが決まっていたとしているところ、昭和 60 年の年金制度改正前は、海

外転出した者は、日本人であっても年金制度の適用除外となり、それまで

の被保険者期間をその後に加入することとなる国内外の年金と通算するこ

とができなかったことから、申立人が脱退手当金を受給することに不自然

さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6280 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年８月１日から 41 年８月 26 日まで 

    私の厚生年金保険被保険者記録のうち、Ａ社及びＢ社での記録が脱退

手当金を支給済みとなっているが、脱退手当金を受給していないので、

記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、Ｂ社を退

職した約３か月後の昭和 41 年 11 月 10 日に旧姓から新姓に氏名変更され

ており、申立期間の脱退手当金が 42 年１月 23 日に支給決定されているこ

とを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考える

のが自然である。 

   また、申立人に係るＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱

退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 42 年１月 23 日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6281 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月 25 日から 45 年６月２日まで 

             ② 昭和 45 年８月 13 日から 48 年２月１日まで 

    Ｂ社を退職後、私の年金記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた

期間が脱退手当金を支給済みとなっていることを知った。今回、日本年

金機構から脱退手当金の確認はがきが届いたが、私は、脱退手当金の手

続を行っていないし、脱退手当金を受け取った記憶が無いので、申立期

間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る事業所別被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているほか、申立期間の脱退手当金は、支給月

数及び支給金額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険者資格喪失日

の約２か月後の昭和 48 年４月３日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6282 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年２月１日から 46 年７月 24 日まで 

    日本年金機構から脱退手当金の確認はがきが届き内容を確認したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間が脱退手当金を支給済みとのことだった。しか

し、私は、脱退手当金の手続を行っていないし、受け取った記憶も無い

ので、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が確認できる。 

   また、申立人の申立期間に係る脱退手当金は、支給月数に誤りは無く、

支給金額も法定支給額と一致しているなど一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6283 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月 17 日から 41 年９月１日まで 

    平成 22 年７月に年金事務所に確認したところ、オンライン記録上、

Ａ社に勤務した期間について脱退手当金が支給されていることとなって

いた。 

    脱退手当金を受け取った記憶も事実も無いので調査し、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の事務処理においては、脱退手当金を受給した場合、脱退

手当金の請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金

を支給した旨の「脱」の表示をすることとされており、申立人が現在も所

持しているＡ社に係る厚生年金保険被保険者証には、当該表示が確認でき

ることを踏まえると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求され

たものとは認め難い。 

   また、Ａ社における申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、脱退手

当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約３か月後の昭和 41 年 12 月 19 日に支給決定されるな

ど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6284 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年７月１日から 44 年８月 16 日まで 

    平成 18 年１月頃、年金受給の手続の時にＡ社に勤務していた期間に

係る厚生年金保険の被保険者期間が脱退手当金を支給済みの記録となっ

ていることを知った。私は手続をした覚えが無く、脱退手当金も受け取

っていないと主張したが、その時は聞き入れてもらえなかった。今回、

その期間について、脱退手当金の確認はがきが届いたので、申立てを行

った。私は、脱退手当金を受け取っていないので、記録を訂正してほし

い。 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立人が記載されてい

るページ及びその前後 20 ページに記載されている受給要件を満たしてい

る女性のうち、申立人の資格喪失日前後２年以内に資格喪失した者は４名

おり、うち３名について脱退手当金の支給記録が確認できる上、その３名

全員が当該事業所の資格喪失日から３か月以内に支給されていることから、

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能

性が高いものと考えられる。 

   また、申立人の申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとと

もに、申立期間の脱退手当金は支給月数及び支給金額に計算上の誤りは無

く、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 44 年 11 月１

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6285 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 11 月１日から 41 年６月 26 日まで 

    私は、Ｂ社を昭和 38 年５月に退職した後に脱退手当金として３万円

弱を受け取った。その後、41 年にＡ社を退職する際には脱退手当金を

請求していなかったはずだが、両社の脱退手当金を同年に受け取ったこ

とになっているのはおかしいと思うので、調査して申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間より前のＢ社を退職する際、同社に係る被保険者期

間について脱退手当金の請求をしたが、Ａ社に係る申立期間については脱

退手当金の請求はしていないと述べているところ、昭和 41 年８月５日に

支給決定されている脱退手当金は、同一の被保険者台帳記号番号で管理さ

れた申立期間及びＢ社に係る被保険者期間を基礎として計算され、申立期

間を含む脱退手当金が支給されたものとなっており、支給額に計算上の誤

りは無く、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後に支給決定さ

れているほか、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には「脱」の表示が記されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載さ

れているページとその前後９ページに記載されている女性のうち、申立人

の厚生年金保険被保険者資格喪失月である昭和 41 年６月の前後２年以内

に資格喪失した者４名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、３名に

支給記録があり、全員が６か月以内に支給決定されていることを踏まえる

と、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた



                      

  

可能性が高いものと考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、申立

期間を含む脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6286 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月３日から 33 年６月３日まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務した期間については脱退手

当金として支給されたことになっているが、受給した記憶が無い。 

    調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

申立人が記載されているページとその前後２ページに記載されている女性

のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 33 年６月

３日の前後２年以内に資格喪失し受給要件を満たした者 45 名について脱

退手当金の支給記録を確認したところ、オンライン記録において、44 名

に脱退手当金の支給記録があり、うち 38 名が資格喪失日から約６か月以

内に支給決定されている上、資格喪失日も脱退手当金の支給決定日も申立

人と同一である者が６名確認できることを踏まえると、同社において、事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立人の脱退手当金は、昭和 33 年 12 月 16 日に支給決定されて

いるが、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間が無ければ年金は受給できなかったことから、Ａ社を退職後、

厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自

然さはうかがえない。 

   さらに、オンライン記録において、申立人の脱退手当金は、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 33 年 12 月

16 日に支給決定されているほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）には、脱退手当金が支給されたことを示す｢脱退｣の表示が記さ



                      

  

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6287 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月 16 日から 42 年２月 21 日まで 

    60 歳になり社会保険事務所（当時）で年金記録を確認した際、Ａ社

の記録が脱退手当金として支給されたことになっていることを知ったが、

私は受給した記憶は無い。 

    調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る申立人が記載されている健康保険厚生年金保険被保険者原票

の前後 30 名の原票に記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険

被保険者資格喪失日である昭和 42 年２月 21 日の前後２年以内に資格喪失

した７名について脱退手当金の支給記録を確認したところ、全員に脱退手

当金の支給記録が確認でき、いずれも資格喪失日から４か月以内に支給決

定されていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業

主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から４か月後の昭和 42 年６月

21 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6288 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年４月１日から 35 年７月 19 日まで 

             ② 昭和 41 年４月 21 日から 43 年２月 21 日まで 

    平成 15 年頃、社会保険事務所（当時）において、申立期間について

は脱退手当金として支給済みであることを初めて知った。 

    脱退手当金の手続をした記憶も、お金を受け取った記憶も無いので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申

立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 43 年６月 19 日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿において、申立期間の

最終事業所に係る申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、Ａ社を退職

した約３か月後の昭和 43 年５月 24 日に重複整理の手続が行われたことが

記録されており、申立期間の脱退手当金が同年６月 19 日に支給決定され

ていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて重複整理が行われた

と考えるのが自然である。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6289 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年 12 月１日から 37 年１月 20 日まで 

             ② 昭和 37 年３月 21 日から 38 年７月 14 日まで 

             ③ 昭和 38 年７月 14 日から 40 年７月 21 日まで 

             ④ 昭和 40 年８月６日から同年 12 月７日まで 

             ⑤ 昭和 41 年３月 29 日から同年６月 21 日まで 

    日本年金機構から「脱退手当金を受け取られたかどうか」のご確認に

ついてというはがきが届き、年金記録を確認したところ、Ａ社、Ｂ社、

Ｃ社及びＤ社に勤務した期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が、脱

退手当金を支給済みとなっていた。しかし、当時は脱退手当金という制

度については知らず、手続を行った覚えも受け取った覚えも無い上、退

職から３年９か月も過ぎての支給というのは納得いかないので、申立期

間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間⑤の厚生年金保険被保険者記号番号は、脱退手当金支給日の約

１か月前である昭和 45 年２月 20 日に重複整理の手続が行われたことが厚

生年金保険被保険者記号番号払出簿に記録されており、申立期間に係る脱

退手当金が同年３月 27 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退

手当金の請求に併せて重複整理が行われたと考えるのが自然である。 

   また、申立期間に係る脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、Ｄ社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手



                      

  

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6290 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年８月１日から 47 年８月６日まで 

    私は、平成 13 年頃に年金記録を確認した際に、Ａ社（現在は、Ｂ

社）に勤務した期間の厚生年金保険の被保険者期間が脱退手当金を支給

済みとなっていることを知り、社会保険事務所（当時）に記録の調査を

依頼した結果、脱退手当金支給済みとの回答だったが、日本年金機構か

ら脱退手当金についての確認はがきが届いたので、脱退手当金を受け取

っていないと確信した。私は、脱退手当金の手続を行っていないし、脱

退手当金を受け取った記憶も無いので、申立期間の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社を管轄している年金事務所に保管されている申立人に係る脱退手当

金裁定請求書には、最終事業所の名称及び所在地がゴム印で押されており、

申立人の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いもの

と考えられるとともに、申立人の署名、押印が確認でき、「退職所得の源

泉徴収票」（昭和 47 年分）が添付されている。 

   また、社会保険事務所が脱退手当金の支給額の算定経緯を記録した厚生

年金保険脱退手当金裁定伺から、その支給日（昭和 47 年 12 月 26 日）当

時の申立人の住所地の最寄りの郵便局に脱退手当金が送金されたことが確

認できる上、上記の裁定請求書及び裁定伺に押印された「小切手交付済

47.12.26」の日付は、脱退手当金の支給日と一致する。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄に

脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示がある上、申立期間

の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、裁定請求書の受付日（昭和



                      

  

47 年 11 月 21 日）から約１か月後に支給されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

   加えて、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶がないという

ほかにこれを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6291 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年６月１日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 34 年７月 30 日から 39 年 12 月 16 日まで 

    10 年ほど前に、社会保険事務所（当時）へ年金相談に行った際、Ａ

社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所及びＤ社に勤務していた期間が脱退手当金

支給済みの記録になっていることを知った。しかし、脱退手当金の手続

をした覚えも受け取った覚えも無い。昨年、日本年金機構から脱退手当

金についての確認はがきが届いたので、申立てを行った。申立期間の厚

生年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の最終事業所であるＡ社Ｃ事業所に係る申立人の健康保険厚生

年金保険被保険者原票及びその前後 20 ページに記載されている脱退手当

金の受給資格を満たしている女性で、申立人の厚生年金保険被保険者資格

喪失日の前後２年以内に資格喪失している者は 37 名おり、そのうち脱退

手当金の支給記録がある者は 36 名である上、申立人を含む 32 名が資格喪

失日から約４か月以内に脱退手当金が支給決定されていることを踏まえる

と、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた

可能性が高いものと考えられる。 

   また、上記の被保険者原票には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記されているほか、申立期間の脱退手当金は、支給月数及び支給金額

に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後

の昭和 40 年３月５日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手



                      

  

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6292 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 10 月頃から 40 年 12 月１日まで 

    私は、前職を退職後、Ｂ市に住む姉の所で２か月ほど世話になり、昭

和 39 年 10 月頃にＡ事業所に就職し、45 年２月まで勤務していたにも

かかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。給与明細書

等は残っていないが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてもＡ事業所に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

元事業主も所在不明のため、供述を得られないことから、申立人の厚生

年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者手帳記号番号払出簿において、申立人の厚生年金保険被

保険者資格の取得日は、いずれも昭和 40 年 12 月１日であることが確認

でき、オンライン記録と一致する上、申立人の同事業所における雇用保

険被保険者資格の取得日とも一致する。 

   このほか、申立人は、申立期間において厚生年金保険料が給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 10 月５日から 43 年４月頃まで 

    夫は、昭和 39 年 10 月５日から 43 年４月頃までＡ社でＢ職として働

いていたが、厚生年金保険の被保険者記録が無いのは納得できない。給

与から厚生年金保険料は控除されていたと聞いているので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の所持するＡ社のＯＢ会員名簿及び複数の同僚の証言から、期間は

特定できないが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、同僚は、「昭和 35 年にＣ職として入社した際、会社か

らＢ職とＣ職は厚生年金保険に加入させないので、国民年金に加入するよ

う言われた。厚生年金保険に加入できたのは、事務職とＢ職のチーフ以上

の者だった。」と供述しているところ、申立人が名前を挙げた同僚８名の

うちチーフ職の１名を除いて厚生年金保険被保険者資格のある者は確認で

きないことから、Ａ社は、厚生年金保険の加入について、職種により異な

る扱いをしていたものと考えられる。 

   また、Ａ社でＢ職として勤務していた同僚の所持する昭和 43 年２月及

び同年４月の給与明細書において、厚生年金保険料が控除されていないこ

とが確認できる。 

   さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人の氏

名は見当たらない上、申立期間に被保険者資格を取得した者は確認できず、

整理番号に欠番は無い。 



                      

  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6294 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 11 月頃から 56 年４月頃まで 

    私は、昭和 52 年 11 月頃にＡ社に入社し、当初はＢ職だったが、54

年 10 月頃から倒産する 56 年４月頃まではＣ職を担当していた。しかし、

厚生年金保険の被保険者記録では、申立期間が被保険者期間となってい

ない。納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の弟及び同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人が

Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人が勤務していたとするＡ社は、オンライン記録から、昭

和 54 年１月４日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間の

うち、52 年 11 月頃から 54 年１月４日までにおいては、適用事業所とな

っていないことが確認できる。 

   また、事業主の弟は、「社会保険事務は兄である社長が担当していたの

で、申立人の申立期間における保険料控除については分からないが、当時、

Ａ社には、正規社員のＢ職と外部委託により仕事を請け負ってもらうＢ職

がおり、Ｂ職は全員で 10 名以上いた。」と供述しているところ、申立期

間のうち、同社が適用事業所となっている期間における同社の被保険者数

は、最も多いときでも８名、最も少ないときで３名となっている上、申立

人が記憶する同僚の中には、同社において厚生年金保険被保険者記録が確

認できない者がいることを踏まえると、同社は、厚生年金保険の加入手続

において全ての従業員を加入させていたわけではない状況がうかがわれる。 

   さらに、Ａ社は既に解散している上、事業主の住所が不明であり、申立

人の申立期間における保険料控除について聴取することができない。 



                      

  

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したが、

申立人の名前が無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 6295 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年８月 15 日から同年 11 月１日まで 

             ② 昭和 25 年 11 月１日から 26 年７月１日まで 

             ③ 昭和 26 年７月１日から同年９月 16 日まで 

    私は、昭和 21 年からＡ事業所に勤務していたが、そのうちの 25 年８

月 15 日から 26 年９月 16 日までの厚生年金保険の被保険者記録は脱退

手当金として支給されたことになっていることを日本年金機構からの脱

退手当金についての確認はがきで初めて知ったが、脱退手当金を受給し

た記憶は無いので、調べて記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、三つの申立期間に係る脱

退手当金が支給されたことが記載されているとともに、脱退手当金は申立

人の最終事業所に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の

昭和 26 年 11 月 26 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設前

であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給で

きなかったのであるから、申立期間の事業所を結婚のため退職することに

なった申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、

申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給

していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


